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地域ＩｏＴ実装推進タスクフォース（第２回）議事録 

 

１．日 時 

  平成２８年１０月１９日（水）１５：００－１７：００ 

２．場 所 

  総務省第１特別会議室 

３．出席者 

 （１）構成員 

  須藤座長、谷川座長代理、安達構成員、小林構成員、佐藤（賢）構成員、佐藤（昌）

構成員、関（幸）構成員、園田構成員、野口構成員、米田構成員、三谷構成員、山内

構成員 

 （２）オブザーバー 

  松田内閣官房IT総合戦略室企画官（向井内閣審議官の代理） 

  竹内経済産業省大臣官房審議官（IT戦略担当） 

新津文部科学省生涯学習政策局情報教育振興室長 

三上厚生労働省政策統括官付情報化担当参事官室室長補佐 

北川農林水産省大臣官房政策課技術政策室課長補佐 

 （３）総務省 

太田総務大臣補佐官、富永総合通信基盤局長、今林政策統括官（情報通信担当）、吉岡

大臣官房審議官（情報流通行政局担当）、猿渡大臣官房審議官（地域情報化担当）、小

笠原情報通信政策課長、今川情報流通振興課長、御厩情報通信利用促進課長、加藤地

域通信振興課長、吉田地方情報化推進室長 

４．議 事 

 （１）開会 

 （２）議事 

  ①構成員からのプレゼンテーション 

  ②地域IoT実装推進ロードマップ（案）について 

  ③ロードマップの実現に向けた推進方策について 

  ④その他 

 （３）閉会 
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５．議事録 

【須藤座長】  どうも、ご多忙のところご参集いただきまして、ありがとうございます。 

 定刻となりましたので、これより地域ＩｏＴ実装推進タスクフォース、第２回の会合を

開催させていただきます。皆様、本当にありがとうございます。 

 今回、国会会期中ですので、政務三役の先生方はなかなか出席が難しいんですけれども、

太田補佐官に来ていただいておりますので、後でまたコメントを前回同様いただきたいと

思います。 

 本日は、前回ご欠席でした園田構成員、三谷構成員、それから山内構成員にご出席して

いただいておりますので、自己紹介を兼ねまして、一言ずつご挨拶をいただきたいと思い

ます。まず、園田構成員、お願いいたします。 

【園田構成員】  情報通信研究機構というところでセキュリティ人材育成研究センター

というのがあるんですけれども、こちらでセンター長をやっております園田と申します。

よろしくお願いいたします。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。続きまして、三谷構成員、お願いいたし

ます。 

【三谷構成員】  九州大学の大学院のアジア防災研究センターのセンター長をしており

ます三谷と申します。もともとは土木系の出身でございますけれども、現在は九州のほう

で防災関係のことを中心に研究を行わせていただいております。よろしくお願いいたしま

す。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。熊本関係でおそらくお忙しいと思います

けれども、今後ともよろしくお願いいたします。続きまして、山内構成員、お願いいたし

ます。 

【山内構成員】  島根県海士町の町長の山内でございます。第１回目のときは議会の最

終日ということで、どうしても抜けることができませんでした。小さな島の取り組みは、

本当にこういう場に出るあれじゃないんですけれども、ただ、私は、ＩＣＴ、ＩｏＴは、

もちろん距離を縮めることもですけれども、島が生きていくためには、これからより生か

していかなければならない。今は教育のほうに力を入れておりますけれども、これからあ

らゆる面で、特に福祉関係でも生かしていかなければならないというような思いでござい

ますので、どうぞご指導のほどよろしくお願いします。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。海士町は本当にさまざまな面で有名で、
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今はおっしゃらなかったんですけれども、漁業の面でも、函館と組んで非常に大きな動き

をとられます。よろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

 それでは、早速、議事に入りたいと思います。 

 本日も、皆様の議論を深めるために、３人の構成員の方々にプレゼンテーションをお願

いしたいと思います。まず、教育分野につきまして、佐藤昌宏構成員よりお願い申し上げ

ます。 

【佐藤（昌）構成員】  デジタルハリウッドの佐藤でございます。よろしくお願いいた

します。 

 早速ですが、教育ＩｏＴの今と未来と題しまして、少し近未来のお話になるかもしれま

せんが、今の教育ＩｏＴの状況についてお話しさせていただきたいと思います。 

 今日お話ししたいことは２点です。ＥｄＴｅｃｈから見た教育ＩｏＴの今と未来という

ことと、あと教育分野における、今回、テーマになっております地域ＩｏＴ実装推進に当

たり、僭越ではございますが、少し提言といいますか、お話させていただけたらと思いま

す。 

 通常、教育関係者にお話しすることが多いんですけれども、今回はどちらかというと、

この地域ＩｏＴの実装推進に当たる、そのプロジェクト推進者向けのお話になるかと思い

ます。 

 まず、ＥｄＴｅｃｈという言葉ですが、少し簡単にご説明をさせていただきます。最近、

Ｘ－Ｔｅｃｈという言い方もされておりますけれども、テクノロジーを活用して、ある仕

組みや産業を根本からイノベーションを起こすような仕組みのムーブメントという意味で

使われますが、ＡｄｔｅｃｈとかＨｅａｌｔｈｔｅｃｈとかＦｉｎｔｅｃｈとかＡｇｒｉ

ｔｅｃｈとか、そういう言い方をされるんですが、2009年ぐらいから、アメリカでＥｄＴ

ｅｃｈという言葉が使われて、このＸ－Ｔｅｃｈの走りに出てきた言葉ではないかと認識

しております。 

 今、テクノロジーを活用して、教育という仕組み、産業、学習スタイル、コンテンツな

どにイノベーションを起こす１つのムーブメント、テクノロジーのみを指すとか、そうい

うことではなく、非常に広義で、大きな動きとして定義しております。 

 重要なのは、産業構造や競争原理、または、その仕組みそのもの自体が再定義される可

能性があるというところでございます。キーワードとしては、ここにある３つ、テクノロ

ジーの劇的な進化、また海外の先進性、スタートアップの創造性、革新性などが挙げられ
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ると思っています。 

 特に重要なのが、ここ十数年のデジタルテクノロジーの劇的な進化です。スマートフォ

ンなどのデバイスの普及や通信インフラの高速・低廉化ですとか、さまざまなアプリケー

ションが出てきているというところです。これらを活用して、一部の学習者ですが、先行

的に使っております。 

 それに基づいて、これは一般論ですが、テクノロジーは制度を形骸化する側面があると

いうところに則って、今、教育という制度や仕組みというものを再定義する必要があるん

じゃないかなと感じております。 

 提供側も、非常にメリットがあります。これまで、テクノロジーを使った教育にはｅラ

ーニングという言葉がありますが、ｅラーニングとの違いとしては、これまでのｅラーニ

ングの仕組みというのは非常にコストが高かったです。ウン千万、下手するとウン億かか

っていたものがあるんですけれども、今はコモディティー化されたテクノロジーの組合せ

で似たようなことができるようになりました。非常にコストの障壁が下がっているという

ことが大きいです。 

 それと、他業種からの参入障壁が下がってきました。いわゆる教育の「シロウト」、これ

はいい意味で使っていますけれども、既成概念にとらわれていない素人たちが新しい既成

概念にとらわれない提案を投げつけているというのが今の状況です。まだ過渡期ではあり

ますけれども、大きなイノベーションを秘めている状況だと思います。 

 日本も頑張ってはいるんですが、先進的な事例が多い、海外の事例をお話しさせていた

だきます。 

 ＭＯＯＣという大学の授業を無償で見られ、中には修了証までとれる、ディグリーまで

とれるようなものもあるんですけれども、そういったＭＯＯＣを使ったイノベーションと

いうことで、例えばモンゴルの学生がＭＩＴの講義を受けて、特待生でＭＩＴに入ること

ができたり、いわゆる学習機会の獲得。今まで学びの機会が少なかったところに対して、

このＭＯＯＣを使って学習機会を与えるというのも大きなイノベーションの１つだと思い

ます。 

 それと、Donors Choose.orgというものがクラウドファンディングを使っております。学

校に特化したクラウドファンディングなんですけれども、これまで約60億円ぐらいですか、

いろいろお金が動いておりまして、先生方も少額のお金を調達している仕組みになってい

ます。アメリカでは、スターバックス等の、コーヒーショップから寄附ができたりするよ
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うな仕組みになっているようです。 

 また、デジタルで勉強、学びをするときに、学習のログがたまりますので、それらを蓄

積、また解析し、その学習者個別に合った最適化の学習を提供するアダプティブラーニン

グというのも出てまいりまして、これはKnewtonという会社が有名ですけれども、ニューヨ

ークで150億円ぐらい調達して動いております。そこにＡＩも使いながら、学習者個別に合

った学びの学習の最適化を開発しています。 

 ここまではボトムアップの学習者を底上げするような仕組みだとするならば、今は、さ

らにハイエンド型、上を更に伸ばすような仕組みも非常にでてきました。21世紀型スキル

と言われるものが非常に注目されております。言い換えると、混沌とする社会の中で答え

のない問題にいかに対応できるかということが、今、注目されております。そして、これ

からは、コンピューターやＡＩに、我々の仕事が代替されてしまうんじゃないかというこ

とが危惧されていますけれども、その中でも、代替されないスキルというのが創造性だと

言われていており、ゼロから１をつくり出すようなスキル、こういったものが必要であろ

うということから、今はプログラミング教育、またＳＴＥＭ、あとＦａｂＬｅａｒｎとい

う、メーカーブームとかメーカーズから来ている、３Ｄプリンターやレーザーカッターな

どを使った学びなども出てきています。 

 そういった状況を踏まえ、ハーバードの教授がスピンアウトしたり、元Googleなどの社

員がスピンアウトして、これまでの学校にはない新しい学校をつくるという動きも出てき

ております。 

 次に、産業の話をしたいと思います。世界の教育産業というのが約400兆円あると言われ

ておりまして、これが自動車産業より大きいと言われています。そのうちのほとんどがア

ナログで行われているという状況です。そして、このＥｄＴｅｃｈと言われる市場に関し

ても、毎年、14％程度の伸びを示すであろうという予測も出ております。 

 今、私が一番関心を持っているところが、中国がＥｄＴｅｃｈに関してで、すごい勢い

を見せております。ご存じの方も多いかと思いますが、インターネットプラスという中国

の国策、行動計画に基づいて、教育もその中の１つとして大きく動いておりますけれども、 

ＪＭＤｅｄｕというところのデータによりますと、2015年にＥｄＴｅｃｈスタートアップ

への投資額というのが、アメリカを中国が抜いたというデータが出てまいりました。なお

かつ中国は、ＥｄＴｅｃｈ、教育のイノベーションを起こすためのエコシステムというの

が、ほぼ完成に近づいてきているんじゃないかなと思っています。インターネットプラス
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の号令のもとに、AlibabaとかTencentというところが、いわゆるＩＴ系の勝者がアメリカ

などでも大きく頑張っていますが、例えば、Baiduは教育系の検索領域ですとか、Alibaba

ですと教育系の課金とか、Tencentですとコミュニケーションの部分に、入ってきておりま

す。 

 そして、塾で非常に成功している新東方というところとＴＡＬというところがあるんで

すけれども、これも同じくニューヨークで上場しておりまして、大きな影響を与えていま

す。 

 そして、国からIT企業の勝者、そして、これから出てくるであろう教育のスタートアッ

プたちを支える仕組みというのが一気通貫に、これはシリコンバレーも同じなんですけれ

ども、大きなエコシステムが完成しつつあるということで、非常にすごい勢いだなと感心

しております。 

 一部、日本の課題を申し上げるならば、日本の場合、国も大企業もベンチャーも頑張っ

ているんですけれども、そこにエコシステムの仕組みはなくて、それぞれが頑張っている

というような仕組みになっていて、これからも中国には少し水をあけられるんじゃないか

と懸念をしております。 

 以降、少し参考ですけれども、Amazonもワンストップで、ＡＷＳというクラウドの仕組

みを中心に教育の仕組みを完成しつつあります。 

 その次のページは、主にイギリス、アメリカですけれども、学校にＩｏＴを入れている

例です。まだ過渡期ではございますけれども、ファシリティーなどの効率化に使っている

ようです。 

 また、特別支援に関しても、ＩｏＴの機器を使いながら教育効果を高めるような仕組み

もあります。 

 また、今後増えるであろうと予測されているようなツールに関しましては、クリエイテ

ィビティーやＳＴＥＭが学べるような、スマートＤＹＩツールと言われるような、

LittleBitsというのは非常に有名ですけれども、そういったものですとか、あと、今、日

本でも非常に子供たちが熱狂しておりますマインクラフトを使った創造性の教育なども出

てまいります。また、ＶＲ、こういったものを使った教育というのも、数は少ないんです

けれども、非常に効果を高めるんであろうと予想しています。 

 その次のページも、生徒、校務管理にデバイスを使ったりしております。 

 最後に、教育分野の実装推進に当たり、４点ほど、私が重要だなと思う点についてお話



 

 -7- 

しさせていただきます。 

 教育ＩＣＴ環境の整備促進ということで、いろいろなアプリケーションやソフトウエア、

ＩｏＴに関するものが出てくると思うんですけれども、イの一番に、やはりインフラであ

る通信環境というものを整えなきゃいけないということで、最優先として、今、ＫＰＩに

も上がっていますけれども、Ｗｉ-Ｆｉ、通信の100％の管理を2020年までにやるべきだと

感じております。 

 また、昨年来、教育クラウドのプラットフォームというものが動いておりますけれども、

１つは共通基盤を作っているところで、できつつあるところなんですけれども、やはり国

がやるべきことと民間がやるべきことということをしっかり分ける必要があるなと。各社

の独自性とか、その自由競争を阻害しないような仕組みづくりをこれからも意識して作っ

ていく必要があるだろうと。 

 それと、どうしてもハードによるイノベーション、ハードに対する予算化というのが非

常に多いんですけれども、これからはソフトのイノベーション、人材育成も含めたソフト

のイノベーションというのが必要だと思っています。何でやるかよりも、何をやるかとい

うことを中心に、これから予算化などをしていくことが重要じゃないかなと思っています。 

 また、ＥｄＴｅｃｈを含む多様な機器、サービス振興と書いてあるんですけれども、今、

学校における、いわゆる調達の仕組みというのが、私から見ると非常に保守的に見えます。

それをオープンな調達なり、学校が自由に、いろいろなコンテンツを選べるような、ある

一定の審査、基準にのっとった教育のコンテンツマーケットプレイスのようなものが必要

になってくると思っています。 

 また、今後のＩｏＴ実装推進に向けた普及促進ということで、やっぱり重要だなと思う

のが、利用者側のＩＴリテラシーといいますか、基礎知識、活用能力というのを、もっと

もっと底上げしなければいけないと思っています。先ほど申し上げた中国やアメリカとい

うのは、いわゆるGoogleやFacebook、またはTencentやAlibabaのような企業が既に普及し

ていますので、当たり前のように課金決済をしたり、WeChatという中国のLINEのようなも

ので、それによって公共料金の支払いまでできてしまう。そういうことを一般的にやって

いる中、日本においては、まだまだ活用化のリテラシーというものが足りないような気が

しておりまして、底を上げていく仕組みも必要じゃないかなと思っています。 

 ここの既成概念や価値観の変革というのはとても難しいところで、非常に私自身も悩ん

でおりますけれども、ぜひ、こういう場を使って、こういったところをより促進できたら
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なと感じている次第です。 

 ありがとうございます。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。興味深い動きですけれども、ご質問、ご

意見などは、３名のプレゼンテーションが終わった後にまとめて時間をとりますので、そ

の際にお願いいたします。 

 続きましては、医療、健康分野につきまして、佐藤賢治構成員にお願いいたします。 

【佐藤（賢）構成員】  よろしくお願いします。新潟県厚生連佐渡総合病院の佐藤と申

します。 

 以前申し上げましたが、佐渡で地域連携システム、医療連携システム、さどひまわりネ

ットというのを構築、運用していますので、そこでここにお呼びいただいたと理解してお

ります。 

 総務省のロードマップ案ですと、ＥＨＲ、ＰＨＲ、地域連携システムをＥＨＲ、それか

ら、国民が自分の情報を見れるというのをＰＨＲというふうに仮に称しておりますが、そ

ういう案が出ましたので、その視点で申し上げます。 

 ２枚めくって、３ページに行ってください。背景について、ちょっと簡単に申し上げま

す。医療、介護の現場では、人を中心として、資源が都市部に集中しておりますので、地

方は非常に大変という状況です。病院では、全国、都市部を含めて、規模の違いによって

格差が開いているというのが現実で、専門医などの専門特化、あるいは機能分担の推進と

か、あるいは診療報酬上の評価など、世の中をよくするためのものが逆にその格差を開い

ているというのが背景にあります。ですから、このままでは改善が困難ですし、地方では

本当に医療機関の存続の危機というのが現状かなと思います。 

 厚労省では、地域医療構想とか2025年問題というふうに出していますが、おそらく地方

領域では、2025年の人口減少を来す前に医療機関が潰れていくだろうという可能性があり

ます。 

 この一番上に書きましたが、医療と介護の予防的とか早期の介入というのは、社会保障

費の抑制とか、あるいは社会の安定性に非常に重要なものではありますが、診療報酬、介

護報酬とも、既に何かが起こった人に対して評価していますので、これから予防する、あ

るいは早期に介入するものについては、非常に評価がないと。ここも重点的に見ていくべ

きだろうと思っています。 

 それから、何よりも医療は急速に進歩していますので、もう一つは高齢化が進んでいま
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す。ですので、今後ますます医療医療連携、医療介護連携、あるいは介護介護連携が求め

られていくだろうというのは容易に想像されます。 

 次のページをお願いいたします。施設、組織単位ではなくて、地域においては行政を含

めた医療、介護、福祉を統合した提供体制ということは、もう必然だろうと思います。特

に地方では、これまで提供してきたサービスを維持するというだけでも、ほかに選択肢が

ないように思われます。 

 次をお願いいたします。統合提供体制ということで見ますと、ここに書いていますが、

地域連携調整室、あるいは訪問看護センター、あるいは包括支援センター、在宅診療支援

センター、いろんな名称が考えられると思いますが、地域の施設と住民の情報を把握して、

地域の資源を機能的かつ有効に利用するためには、こうした司令塔的な機能が望ましいと

いうふうに考えます。このために必要な情報インフラとして、ＥＨＲは非常に有用だろう

と考えます。 

 次をお願いいたします。先ほど申し上げました医療と介護の予防的、早期介入には、例

えば健診異常ですとか症状、あるいは生活能力の低下などに早く気づくことが大事なんで

すが、誰かが気づいてもつながらなければ機能しませんので、この場面においても医療介

護連携体制というのは重要になろうかと考えます。 

 次をお願いいたします。以上から、ＥＨＲに求められる要件は、地域の住民と施設を網

羅すること、それから、ＥＨＲのシステムそのものを継続できること、それから、こうし

たツールを関係者がきちんと使えること、さらには、ＥＨＲのもう一つの重要な意義です

が、ＥＨＲ自身が持つデータの二次利用ができること、それから、ＥＨＲ同士をつなげて

広域連携が可能であるということが考えられます。 

 次をお願いいたします。地域内の施設を網羅するには、例えば医療機関情報を収集する

に当たっては、今現在、病院で電子カルテの普及率が３割に満たない状況ですので、電子

カルテを前提としないことが重要だと思います。 

 この図で、右上に従来型電子カルテ連携システムとありますが、これを除いた左側の青

い四角の部分、佐渡島内のいろんな診療所あるいは病院との情報を１つのRepositoryに集

めて参照するというのが、さどひまわりネットの仕組みです。これが他にない大きな特徴

と考えております。 

 次をお願いいたします。広域連携も重要になってくると思いますが、当然ながら、患者

情報を地域を超えて参照できるという有用性は当然あるんですが、先ほど申し上げたデー
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タの二次利用という面から見てみますと、広域であればあるほど価値は高まって、精度が

高まるという性格を持ちますので、そういう面でも広域連携は重要になろうかと考えます。 

 次をお願いいたします。いろいろ求められるべきＥＨＲと考えますが、実際には、なか

なか普及しない、あるいは構築したものの使われない、あるいは使われずに既に停止して

しまったような課題があります。こうした課題に対策を講じるためには、導入、構築、運

用を行う協議体もしくは運営主体に関する指針を提示すること。あるいは、標準規格を策

定して、これに基づくＥＨＲ標準システムの仕様を策定すること。法整備を含むデータ二

次利用の指針を提示する。あとは財源です。財源に関する方針を提示すると。また後で述

べますが、導入や運営を支援する体制を整備することなどが対策として重要かと思います。 

 ＥＨＲ標準システムの仕様の策定によって、ＥＨＲ導入もしくは運用コストの低減を図

ることができると同時に、民間が独自の機能の追加や、使い勝手の工夫など、特色を持た

せる方向へ統一することも期待できます。 

 費用についてですが、最初の導入については、それなりのまとまったお金がかかると思

いますので、ほかになかなかいいアイデアがなくて、公費に頼らざるを得ないという気が

いたします。運用については、ＥＨＲそのものは社会インフラと位置づけられますので、

その地域の自治体の負担、それから、我々病院とか介護施設とか、参加施設の利用料、こ

れは当事者としてという意味合いです。あとは、実際に受益者としての住民負担。この３

本柱が基本と位置づけるのが望ましいかなというふうに考えております。 

 住民負担というのはなかなか難しいんだと思いますが、診療報酬と介護報酬への転嫁が

最も容易かつ現実的と考えます。 

 次をお願いいたします。標準仕様の策定には、ＩＨＥというのが国際標準規格としてコ

ンセンサスが得られておりますので、ベースとして位置づけるべきかなと考えます。ただ

し、ＩＨＥの規定では、実装手段が具体的に規定されていませんので、標準システム仕様

策定については、国内で十分な協議が必要だろうと思います。あるいは、実際に民間を用

いた実装においても同様かなと思います。 

 右側の赤い四角にデータセンターと書いてありますが、この中身がいわゆるＸＤＳとい

う仕組みになっていて、実は患者さんの名寄せ等々についてはＰＩＸ／ＰＤＱなどの仕様

が固まっております。これは、我々さどひまわりネットの仕様だとか、あるいは今、結構

世の中にある電子カルテの連携システムだとかというのを組み合せたらどうなるかなとい

うのを書いた簡単な概念図です。 
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 次をお願いいたします。広域連携についても、ＩＨＥ：ＸＣＡという規定がされていま

すが、これも同じように、実際に実装の具体性については記載されていませんので、これ

も国内で実践する場合には十分な協議が必要かなというふうに思います。ただ、広くなれ

ば広くなるほど、都道府県あるいは国の関与が大きくなってきますので、そこのポストを

十分押さえるということを考慮していかないと、うまく運用がいかないだろうというふう

には考えます。 

 次をお願いいたします。標準仕様を定めるのはいいんですが、こうした情報をいかに理

解していただく、あるいは周知するというための支援体制も標準化の１つと考えられます。

ＥＨＲを推進するために必須と思われます。こうした体制を実際に実践する組織というの

も、広い範囲で設立するということが現実的かつ必要かなというふうに考えます。 

 次をお願いいたします。国民が自分自身の医療、介護情報を参照するＰＨＲ、これは自

分自身の健康管理に加えて、ほかの地域に行った場合に、例えば病院にかかる、あるいは

介護サービスを利用するといったときに、その地域の情報を提示するという大きな利点が

あります。ＥＨＲシステムにこのＰＨＲの機能を組み込むことによって、構築費用の削減、

もしくはＥＨＲ情報そのものの参照が容易になるということも期待できます。 

 次をお願いいたします。ＰＨＲの基本仕様の策定を行って、民間データサービスに接続

する、あるいはiOS、Androidみたいなタブレットに向けたアプリケーションを開発すると

いった仕様を公開することで、民間ビジネスの参入もしくは展開が期待できます。 

 右上に標準同意情報規格と書きましたが、これはどういうことかといいますと、ＰＨＲ

システムが使えるようになったときに、例えばタブレットとかiPhoneとか、オンラインで

ＥＨＲの同意が得られるという仕組みになると、非常に動機づけとしても有用ですし、事

務作業の軽減が図れるということが期待できます。 

 内容が、粒度が浅い、広いというところで混在して、大変わかりにくくて申し訳ありま

せんが、ざっと紹介いたしました。ありがとうございました。 

【須藤座長】  どうもありがとうございました。重要な報告だと思います。我々も東京

大学で地域包括ケアに合わせた、我々の場合は在宅医療、介護データをどう取り扱うかと

いう研究をしていたんですけれども、その観点から見ても重要なご研究、それから実証事

業だと思います。ありがとうございます。 

 続きまして、山内構成員、お願いいたします。 

【山内構成員】  それでは、私のほうは提言というよりも、海士町のささやかな取り組
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みについてお話をし、その中で、どのように活用しているかということをお話ししたいと

思っております。 

 隠岐は島が４つあり、１つは隠岐の島町、あとの３つが１つに合併するということでし

たが、基本的には、自分たちの島は自分たちで守るんだということで、合併はしませんで

した。自立するためには、ささやかですが、いろいろな挑戦を行ってきたところです。日

本の先端を行っておりますが、逆にいえば、人口減少、少子高齢化、財政難というのは、

これまでずっと悩んできたところで、その中で島の自立を目指しながら、生み出したもの

が幾つかあります。 

 資料１ページの絵にありますように、さざえカレー、私どもが子供のときには肉も売っ

ていなかった島の中で、さざえだけは子供たちの夏休みの仕事として、毎日とりに行って、

夜はそれがさざえカレーに化けたというようなことです。 

 それから、真ん中のふくぎ茶というのは、これはクロモジの木で、高級菓子についてい

る爪ようじをお茶にして、昔から飲んでいました。これはＢ型精神障害の施設の皆さんが

地産して、事業として頑張ってもらっています。 

 そして、一番右側の塩ですが、これも東京の三ツ星ホテルで、今、使ってもらっていま

す。海水から炊いた塩をつくり出し、塩干物に今まで縁がなかったんですが、この塩を使

って塩辛や干物などの産品づくりに島のお母さん方が取り組み出したということです。 

 その次のページですが、私自身が、今、４期目で、町制の経営指針の中に「自立・挑戦・

交流」というのをずっと掲げてきました。わけても、その中で、もちろん挑戦も大事です

し、自立はこの自立もありますが、そのための前提としては、やっぱり交流というものが

基本的に大事だと思っています。それは、これまで島になかった若い力とか、あるいは知

恵というものがなく、それが平成16年からカウントしますと、大体、40代以下、528人ぐら

いのＩターンの方が来ていて、その方たちが今、島づくりの中心になっています。そこで

ＩＣＴを使って、特に彼らがやっていることを二、三、挙げてみたいと思っています。 

 資料２ページの真ん中の絵の左側にありますのが、これは東京都内の飲み屋さん、７店

舗に15台ぐらいのディスプレイを置きまして、イワガキの生産状況など臨場感のある映像

を送っています。 

 そして、資料の右側のバスは、移動店舗としてオープンした「離島キッチン」です。ま

た、その下の店舗は昨年９月に神楽坂に出し、三十幾つの島の食材・料理を提供して月800

万ぐらいの売上げがずっと続いています。 
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 そういう中で、海士町になぜＩターンの方が500人も来たのかというと、一つのきっかけ

としては、学生たちが自分たちでバスを出して、「あまワゴン」として東京から若手の社会

人や大学生を乗せて来て交流を始めたことが挙げられます。今年でちょうど10年になり、

この前お祝いをしましたが、その方たちの中に、この島に何か宝物が眠っているという思

いで、今、島で頑張ってくれている人がいるということです。 

 そういう中で、資料３ページ目になりますが、足元を見たときに、ものづくりは少しず

つ、ものになってきたんですが、肝心な地元の県立島前高校が、３学年でもう90名を切っ

ていたと。県の教育委員会の方針では、もうこれは分校ないし廃校になるんだというとこ

ろまできて、実はびっくりしたところです。 

 そうかといって、島の子供たちは絶対数が少ないので、どうしようかといったときに、

島外生を呼び込み、実は、今年度で90名を切っていたのが、今は180名になりました。県外

の子供たちは３割しかとっておりませんけれども、いつでも入れる高校だったのが、今、

県外の人たちは競争率が一番高くなって、２.何倍を超したというような状況で、全国24

の都道府県から来ています。 

 非常に優秀な子たちが来て、頑張ってくれているおかげで、島の子たちも刺激を受けて、

これまで有名私立大学にはなかなか行けなかったのが、早稲田とか慶應にも行くようにな

り、活気が出てきたという状況です。 

 まだまだ絶対数は足りないものですから、島根県から、中山間地にも、その流れができ

まして、今、中山間地の高校が一緒になって、近畿、東京での説明会をやっているという

ような状況です。 

 その次のページお願いします。人の流れですが、先ほど申し上げましたように、高校生

はⅤ字回復した。そして、当時、人口問題研究所では、100人から200人ぐらいの減少の予

想でしたが、昨年の国勢調査では、４年前に比べればマイナス21でした。島根県で人口が

増えたのは出雲市で、一番減りが少なかったのは海士町であり、何とか増えたというより

も、今は人口が止まったという状況です。私どもも、今まで取り組んできたことには１つ

も間違いがなかったと思っています。 

 次のページお願いします。そういう中で、ＩＣＴを使った事業を今はやっており、17日

にも、このＩＣＴを使って、宮崎県の飯野高校の生徒と隠岐島前高校の生徒がこうして授

業をやっていて、１時半から３時過ぎまで、これまでにも５回やっています。１つの距離

といいますか、そして、距離を縮めると同時に、島外の生徒との交流の意味もあります。 
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 一方では、公立の学習センターを町のほうでつくりまして、島前高校へ行っても、いい

大学、希望する大学には行けないじゃないかという声があり、今まで、成績上位５番目ぐ

らいまでは松江に出ていましたけれども、それ以外はとどまるようになった。わずかです

けれども、絶対数は少ないんですが、７割以上が島に残って、島前高校に行くようになり

ました。資料右上の我ら学習センターの授業風景ですけれども、スタッフの中にはベネッ

セから来た講師もいます。今は８人ぐらい講師がいて、大学のゼミ形式の授業「夢ゼミ」

なんていうのは、大学生にも負けないといいますか、このごろも地方創生大臣が来られま

したが、大臣と地方創生を語るという子供たちになり、私は非常に喜んでいます。 

 一方では、資料の下に海の絵がありますが、これは情報通信機能のあるブイを導入し、

イワガキを今、養殖しています。ＩＣＴを使い、海水温や、クロロフィルなどをリアルタ

イムにデータをとるというシステムを今やっています。 

 そういうことで、今、確かに定住対策、移住対策と言っていますが、確かに地方には人

が来て、人口が増えれば、交付税の算定基準になりますし、いろんな面でプラスになりま

す。しかし今、地方では、数の問題もですが、若いエネルギーと若い能力、知恵、これが

欠けている。そのため、確かに私の精神、気持ちでは、来る人拒まず、去る人追わずなん

ですが、誰でも来ればいいということではなくて今求めているのはそういう若い力だと。 

 それはどうすればいいか。なぜ彼らが来たかということになりますと、私は、定住対策

もそうですが、受け入れる側のしっかりしたコンセプトというもの、これが大事だと思っ

ています。このＩＣＴを使うにしても同じで、こういうことができる人を、とか、こうい

うことをやってもらいたいんだという目的をしっかり届けること、そういうコンセプトが

地方にとって大事ではないかなと思っています。 

 そういうことで、今、ＮＴＴさんのお力を借りてやっていますが、局舎を借りて、これ

から全国展開をやる、設ける事業所ということで、間もなく、全国の生徒を相手に、遠隔

授業の展開を今、計画中でございます。 

 そしてまた、島からでも、遠隔授業で大学卒業といいますか、先ほどお話がありました

が、そういう仕組みづくりもひそかに考えているところです。私が町制として考える場合

には、福祉の分野でも、もっともっと広げていきたい。今は教育を主にやっていますが、

福祉の分野で生かしていく道があるんじゃないかなと思っています。 

 雑駁なお話で大変申し訳ないですが、海士町の取り組みを少しお話しさせていただいて、

またご指導いただきたいなと思っています。 
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 以上です。 

【須藤座長】  どうもありがとうございました。興味深い展開をしていただき、非常に

参考になりました。ありがとうございます。 

 これまで３名の構成員のご発表をいただきましたけれども、ご質問等があれば、ここで

ご発言いただきたいと思います。いかがでしょうか。はい、どうぞ。じゃ、関構成員、お

願いします。 

【関（幸）構成員】  構成員の関です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 ３人の構成員の発表を聞かせていただいて、少し質問と意見を述べさせていただきたい

というふうに思っています。 

 まず最初に、デジタルハリウッドの佐藤構成員のほうからご説明いただいた中で、アメ

リカ、イギリス、中国にしても、教育の分野にとって、非常に企業の役割が大きいという

ことを中心に少しご説明をいただいたと思うんですが、今、日本の中で、こういう教育と

産業をつなげるのは意外と難しいんです。いろいろ規制もありますし、いろいろな契約の

手法というのが違うんですが、その中で、先ほど一番重要だとおっしゃっていたスタート

アップエコシステムを日本でもう少ししっかりと動かすとすると、何が一番足りないのか、

もしくは、これがあったらいいなというご意見があれば、もうちょっとその辺を詳しくお

聞きできないかなというふうに思います。 

【佐藤（昌）構成員】  やはり大企業とスタートアップの役割、イノベーションを起こ

すための役割が違うのかなと思っておりまして、今、インキュベーション施設などでスタ

ートアップは以前と比べると育成される環境は非常によくなってきてはいるものの、やは

り大企業との連携というのはうまくいかないケースをよく見ます。やはりスタートアップ

の論理と大企業の論理が少しかみ合わないところがあります。 

 すごく皮肉な言い方なんですけれども、大企業のほうが、四半期決算というか、短期的

な視点で見るケースが多く、偏見かもしれませんけれども、スタートアップのほうが何か

を変えたいとかイノベーションを起こしたいという長期的な視点で動いているケースがあ

って、その辺のかみ合わないところもありますし、どっちもどっちなんです。大企業の理

論をスタートアップも理解しなきゃいけないとは思うんですけれども、まずそのあたり。 

 あと、やはりスタートアップは非常にリスクをとって動いているところでもありますの

で、そこに対する、すみません、大企業の方がいたら大変恐縮ですけれども、リスペクト

といいますか、そういったところは他国に比べて日本は比較的弱いような気がしています。 
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【関（幸）構成員】  それに関連して、私は海士町さんには非常にたくさん行かせてい

ただいたり、町長とはいろんな場面でご一緒させていただくんですが、先ほど町長さんが

ご説明した中で、あまりおっしゃっていないんですが、先ほどいろいろな高校の離島留学

も公でやっているんじゃなくて、トヨタをやめた、巡の環という、阿部さんという社長が

これを全部仕掛けて、海士町さんの場合は、ＩｏＴの実装の着地の部分を、産業といいま

すか、ビジネスという仕組みでだいぶ回されていて、今日は佐藤さんと海士町さんの町長

さんがお２人、ちょうどいいところでご発表いただいたんです。 

 海士町さんは、なぜ若者が来るかというと、今、佐藤さんが課題だとおっしゃったリス

ペクトの部分と、すぐにやれるという環境を整えているというのが、私はすごく、いつも

見ていて思っていまして、大企業さんもスタートアップをやりたいんだけれども、自治体

がそれをなかなか、土台というか、プラットフォームを貸してくれないという場所が多い

んです。海士町さんが若者を引きつけている最大の魅力は、やはり地域が、いいよ、やっ

てもいいよというふうに受け入れてくれる素地があるということが非常に大きくて、それ

をまた、若者がしっかりと操業していく環境があるんじゃないかなというふうに思いまし

た。 

 今日、お２人のお話を聞いて、私も産業のほうからの代表として来させていただいてお

りますので、スタートアップはかなり新しい発想を持っておりますので、それを地域が、

プラットフォームをどう貸すのか。それともう一つ、大企業さんが、もうちょっと背中を

押せるような、海外の今日のご事例にあるような形でできるような部分を今日、この場面

でもちょっと議論をさせていただければというふうに思いました。 

 以上です。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。はい、じゃ、

谷川座長代理、お願いいたします。 

【谷川座長代理】  私のほうは、新潟の厚生病院の佐藤さんのほうに教えていただけれ

ばと思うんですけれども、ひまわりネットがうまく動いている背景ということです。特に、

いろんなところでお話を聞きますと、医師会との関係がなかなかうまくとれないんだとい

うようなことを言われるところも散見されるんですけれども、この地域で、どうやってう

まく動いているんだろうかと。ひょっとすると、そういう中で、基礎自治体の関わりは何

かあるんだろうかというようなこともちょっとお聞きできればと思います。 

【佐藤（賢）構成員】  必ずＦＡＱなんですが、佐渡の場合は、本当は言いたくないん
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ですけれども、こじんまりとした地域で、うちは今、人口が５万7,000台ぐらいで、小さ過

ぎず、大き過ぎず。当院がでんと中核病院ですので、島内の患者さんの中では、もうずっ

と昔から固定化されていて、うちで対応できない場合は島外に送るという、言葉は悪いん

ですが、ヒエラルキーができているという背景があります。 

 ですので、医師会も病院もくそもなくて、みんな医者同士みたいな雰囲気で、私が、ひ

まわりネットのリーダーシップをとっていましたが、僕も佐渡にもう20年いますので、自

分で言うのも何ですが、僕を知らない医者は誰もいませんし、月並みな言葉を言えば、合

意形成が行われやすかったというのが背景にあります。ですが、これを言ってしまうと、

ほかの地域に展開できないということになってしまいますので、あまりお話ししたくなか

ったんですが。 

 あと、費用の問題も、うちは利用料で自立運営、自治体からちょっとお金をいただいた

こともありますが、ほとんど自立運営しています。自立運営するときに莫大な費用がかか

って、大枚なお金を皆さんからいただいています。これも、納得してもらえるのは、佐渡

病院の佐藤が何かいろいろやっているけれども、俺は金だけ出してやるというような開業

医の先生もいらっしゃいますので、そんな雰囲気でやっているので、それなりにというふ

うに思っています。 

 それから、自治体の範囲を、うちの場合は佐渡市になりますが、プロジェクト開始当初

から佐渡市はメンバーに入っていましたので、一番最初は、イニシャルのときには保健所

と佐渡市というのが行政から入っていました。再生基金でやりましたので、新潟県側から

お金を出す側の人が入っちゃまずいだろうということで、途中で一応、メンバーとしては

抜けましたが、実際には保健所と佐渡市と一緒になって事務局を運営しているみたいな形

で、いろんな分野の方、単に医師会とか病院だけではなくて、介護の方とか薬剤師の方と

か、あるいは介護系の方々とかでチームを組んで、最初からプロジェクトチームとして運

営をしています。 

 お答えになりますでしょうか。 

【谷川座長代理】  お差し支えなければ、年間の運営費はどれぐらいのものなんですか。 

【佐藤（賢）構成員】  事務局の運営と、それからシステムのメンテナンス等を含めて、

月300万です。 

【谷川座長代理】  もうちょっと突っ込んだご質問をさせていただくと、この中で医療

と介護を結びつけるというような議論も出ていて、現実、介護の方が医療のカルテそのま
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まだと理解できないというような話を時々お聞きするんです。そういう中で、ＡＩみたい

なものを使って、ある種、翻訳していくような仕組みみたいなものにも、将来的に想定さ

れているのか、それとも、今の枠組みの中で介護側の方々が勉強しつつ、この医療の情報

を読み解くような運営のイメージをしたらいいんでしょうか。ちょっとその辺の展開のイ

メージがもしありましたら。 

【佐藤（賢）構成員】  介護系の方々が医療情報を理解する必要があるかというと、あ

まりそうは思いません。我々は医療のプロですが、介護系の方は介護のプロですので、本

当は双方の知識を持って、双方がやるというのがベストかもしれませんが、今の制度でそ

れを転換していこうとなると、非常に大きなエネルギーもお金もかかります。ですから、

介護の方々は介護、医療の方々は医療というふうに切り分けるといいますか、少しかぶる

ような機能分担が理想的かなと思います。 

 じゃ、介護系の方々は医療の情報を何に使うかというと、医療の情報を理解して介護を

進めるということではなくて、一番わかりやすいのは、この人はどんな薬を飲んでいるの

かと。薬の中身まで知らない、当然、この薬は何に効く薬なのかわかるわけがないので、

朝昼晩、飲む薬なのか、昼だけ飲ます薬なのかというところを介護側のほうもサポートし

ますので、その情報が大事なんです。 

 介護サービスを受ける方々は、例えばデイサービスなんかへ行って、薬の袋の束を持っ

てくるんですが、その薬が本当に正しいかどうかわからないわけです。年寄りも多いです

から、薬袋を見ると半年前の日付が書いていたりとか、そこら辺がめちゃくちゃなので、

それをこういう仕組みを使って、今飲んでいる薬は何なのかという確認をするというほう

が現実的だと思います。 

 もし介護の方々が医療に関して必要だといったときには、その引き金を引ければ、もっ

と言いますと、医療側のほうが、こういうことが起こったら医療に相談してねということ

が明らかであれば、多分、必要かつ十分かなと思います。 

【谷川座長代理】  ありがとうございます。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。よろしいです

か。 

 どうもありがとうございます。今の佐藤先生のご発言、非常に示唆に富むものなんです

けれども、私が今、東京大学の高齢社会総合研究機構のプロジェクトで、これは総務省と

厚労省の支援を受けていますが、在宅医療のデータと、それから介護のデータを地域で何
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を共有したらお互いに役立つかということを検討していただいて、その評価について検討

をしております。 

 と同時に、これは谷川構成員が経営者をやっていらっしゃいます野村総研と組んで、全

国の地域医療ネットワークのデータ標準化の作業をやっているところです。といっても、

まだ４地域ぐらいしか標準化できておりませんけれども、佐藤先生と今後、またいろいろ

示唆をいただきたいということがあります。 

 おっしゃるとおり、医療系はＨＬ７で標準化されていますけれども、介護のほうはデー

タの標準化もできていませんでしたので、我々は我々なりに標準化を試みようと、関係す

る機関でやっていますけれども、これは全国でやれるものではないので、そこら辺も含め

て、また長期展望が必要になりますので、いろいろご示唆いただきたいというふうに思い

ます。ありがとうございます。 

 それから、海士町ですけれども、ぜひ、これも私、東京大学で今、総合教育研究センタ

ー長というのをやっておりまして、きのうも島根県の教育長と東京大学の授業を島根県下

の高校にネットで送信すると。コミュニケーションもとれるようにするということで話し

合っております。既に出雲高校をやっていただいておりますし、先週の土曜日、松江北校

長の泉校長とも話し合って、北高での導入も現在検討しておりますけれども、ぜひ、隠岐

でも一緒にやれればと思いますので、東京大学として、またご相談させていただきたい。 

【山内構成員】  ありがとうございます。 

【須藤座長】  ありがとうございます。どうもありがとうございました。 

 それでは、時間もかなり押しておりますので、議事に進みます。前回、地域ＩｏＴの実

装推進のためのロードマップの作成が１つの論点になっておりました。本日も、ロードマ

ップにつきまして意見交換を進めてまいりたいと思います。 

 まずは、事務局から資料のご説明をお願いいたします。 

【加藤課長】  資料２－４につきまして説明させていただきます。クリップどめしてい

ただいておりまして、幾つかに分かれておりまして、恐縮でございます。 

 最初のロードマップ（案）についてと書かれた資料をご覧ください。 

 １ページ目、これはロードマップを作成するに当たっては４つのステップがあるんじゃ

ないかというふうな資料でございまして、これは前回と同じでございます。 

 ２ページ目、ご覧いただきたいと思います。これ以降、３ページに渡ってでございます

が、前回、それぞれの論点例をお示しさせていただきました。ただ、その論点例につきま



 

 -20-

して、十分、私どものほうで拾い切れていなかったというふうなことがございまして、皆

様方のほうから貴重で非常に有意義な意見をたくさんいただきました。それにつきまして、

改めて整理させていただきまして、論点例として、再度、示させていただいております。 

 ２ページをご覧いただきますと、分野別モデルの設定についてということで、下のほう

に囲ったところに皆様からいただいた主な意見をまとめさせていただいております。それ

を踏まえまして、上のほうに論点例として、赤字で新たにつけ加えさせていただいた部分

を設けております。１つ目の後段でございますが、自治体が導入する場合、汎用性が高く、

低コストで導入、運用できるようなものに絞り込むべきではないか。４つ目、これは新規

に設けましたが、モデルの設定に当たりましては、住民が恩恵を感じられるものとするこ

とが必要。また、分野横断的な連携、平時から災害時のシームレスな連携についても視野

に入れるべきではないかということでございます。 

 次の３ページでございますが、同様の体裁でございますが、2020年までに達成すべき目

標についてということで、これは３番目と４番目につけ加えております。３番目、ここは

前回、一番たくさんご意見をいただいた部分でございますが、ＫＰＩと政策目標を結ぶよ

うな分野別の効果、効用を示し、両者の関係性を明確化すべきではないか。４点目でござ

いますが、ＫＰＩに至るまでの過程の段階においても、進捗状況のフォローアップが必要

ではないかということでございます。 

 ４ページでございますが、地域にもたらす効果についてということでございます。ご意

見を踏まえてつけ加えた部分が３点目でございますが、ＩＣＴはツールであると。社会課

題や目的を明確化し、地域、利用者がＩｏＴの意義を感じられるようなものとすることが

必要ではないかということでございます。 

 こうした論点例に基づきまして、前回、まだ十分にご議論いただいていない部分がある

と思いますので、今回も大いにご議論いただければと思っております。 

 それを踏まえまして、Ａ３の後ろに大きな地域ロードマップの全体イメージ（案）ver.

２としておりますが、これは前回、たたき台といたしまして示したものでございますが、

まだ前回、十分時間がとれなかった面もございまして、全体にわたってご意見をいただき

尽くしたというふうなものでないと思いますので、今回は全面改訂というふうな形にまで

は至っておりません。 

 ただ、前回いただいた部分で、大きな部分として、２点ほど今回は体裁を改めさせてい

ただきました。左側の表頭の２つ目、課題というふうな欄を設けまして、いきなりそれぞ
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れの分野ごとにモデルはこうだというふうなところに行くのではなくて、それぞれの分野

ごとにどんな課題があるか。これは白で縦に書いてある部分でございますけれども、例え

ば一番上の教育でございますと、地域等による教育格差、社会変化への対応、医療、健康

でございますと、高齢化の進展、医療費の増大というふうなことで、それぞれの分野ごと

に大きな解決しなければならない課題があるであろうと。それをもとに、分野別モデルと

してどういうものを想定するのかというふうな形に改めさせていただいております。 

 それから、右側のほうに移りまして、表頭の右から２つ目のところです。政策目標の横

に効果というふうな欄を赤で設けておりまして、これも縦に連なった形で、それぞれの分

野ごとに効果を記載させていただいた。これはＫＰＩというふうな形で、その左のオレン

ジの部分に指標を入れさせていただきまして、その右側に政策目標というふうなことで書

いてございましたが、先ほども紹介申し上げましたが、この指標から政策目標、なかなか

論理が遠いんじゃないか、これをつなぐストーリーが要るのではないか、効果、効用を示

すべきではないかというふうなことがございましたので、今回は試みに入れさせていただ

きました。 

 上のほう、教育でございますと地域格差の解消、教育の質の向上、医療でございますと

健康寿命の延伸、医療費の適正化というふうな形で、現在、仮でございますが、入れさせ

ていただいております。 

 これにつきましては、こういったものでいいのかどうか、これがつなぐブリッジにきち

っとなっているのかどうか、また、この辺の示し方につきましても、どういう観点で、個

人ベースなのか地域ベースなのかとか、いろいろ視点、ご意見もあろうかと思いますので、

この辺、ご意見を賜れればと思っております。 

 また、その後の２つの資料でございますが、その後の参考の部分につきましては、これ

は前回、このたたき台を示す中で、実は現状の部分というのが資料として不十分だったん

ではないかというふうな反省がございまして、今のＩｏＴの現状ですとかインフラの状況

等、議論のよすがとして、最低限のものでございますが、数値としてわかるものをまとめ

させていただいたというふうなもので、議論の参考にしていただければと思っております。 

 その後、分野別ロードマップのイメージ（案）というふうなことで、３枚組みの資料を

用意させていただいております。先ほどＡ３の大きなものでイメージを説明させていただ

きましたが、これですと、１枚にしているというふうなことで、じゃ、これだけなのか、

あるいは、これがどういうふうな形で完成形につながっていくのかというふうなことがわ
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かりにくいかなというふうなことがございましたので、試みに、ロードマップの１つの分

野のその中のモデルにつきまして、こういうふうなものを最終的にはお示しするように持

っていきたいというふうなことで、１つのイメージで作成させていただいたと、こういう

ふうなものでございます。 

 防災分野のＬアラートの例、これは私どもの課で所管しておりますので、比較的、私ど

ものほうで取り組みやすかったというか、書きやすいというふうなことで、トライアルで

作ってみたというふうなものでございます。 

 ここにありますように、詳細な説明は割愛させていただきますが、一番上に分野ごとの

課題を書きまして、その後に地域実装、ＩｏＴによってどういう効用、効果を期待するの

かというふうなことを書きまして、その下、山吹色の部分でございますが、達成すべき指

標、指標につきましては幾つか考えたいと思いますが、ここでは運用自治体数、伝達者数、

高度なシステムの実装団体数というふうなことで、仮に設定させていただいております。

ある程度、多角的にわかるような指標というふうなものを検討していきたいと思っており

ます。 

 また、その下の青の部分、支援体制というふうなことで、いろいろ参加者が地域単位の

連絡会をつくる。それに私どものほうからも働きかけをして強化していくというふうな趣

旨のことを書かせていただいております。 

 2020年までの工程、手段、下のほうに図示して書いてございますが、それを文章として

も、こういうふうに進んでいくと、こういうふうな手順で実装を推進していくというふう

なことを書かせていただいております。 

 また、２枚目、３枚目に参考、どういうモデルを試行しているのかというふうな部分。

それと、その関連の普及状況を参考でつけたいというふうなことでございまして、それぞ

れの分野別のモデルにつきまして、こうしたイメージで考えていると。これがガッチャン

コしてそろうと、それなりのロードマップができ上がるんではないかと。まだこれはもく

ろみの段階でございますが、考えているところでございます。 

 いろいろそれぞれの分野ごとに、なかなかどこまで書けるのか、また、この体裁でいい

のかどうかと、そういうところもあろうかと思いますが、皆様、議論の材料として、頭の

整理のために、こういうふうな形で提示させていただきました。 

 よろしくお願いいたします。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。 
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 それでは、ここで皆様からご意見をいただきたいと思います。参考資料の１がございま

すけれども、第１回会合の後に、構成員の皆様から結構熱意のあるご意見を提出していた

だいております。それをまとめたものが参考資料１です。これがまだ本編に従前に生かさ

れておりませんけれども、今後はいただいたご意見をまとめて、うまく融合させたいとい

うふうに事務局は考えているということですので、その点をお知らせしておきます。 

 事務局より示されました論点の例で、ロードマップの全体イメージ、それから分野別ロ

ードマップのイメージ等につきまして、ご発言をいただきたいと思います。ご提出いただ

いたご意見も含めて、改めて、ここで口頭でご発言いただいても結構でございますので、

ご発言いただきたいと思うんです。挙手の上、ご発言ください。いかがでしょうか。じゃ、

谷川構成員、お願いします。 

【谷川座長代理】  事務局が見せていただきましたロードマップ、前回からいろいろ工

夫されていらっしゃるなと思うんですけれども、改めて考えたときに、各項目の主語は誰

なんだろうというのが、もう一回、我々、頭の整理が要るかなと。最後に見せていただい

た地図でいきますと、多分、県という単位を想定されている絵かなと思います。もし、県

で全体を通されているんだったら、県という１つの横串を入れたロードマップの絵という

のはあり得ると思うんですが、現実、考えてみますと、県単位で動くものはこの中にほと

んどないんじゃないだろうかと。もう一段、落ちていかないと実行ができないものが多い

とすると、県でくくれたもののほうがひょっとすると特殊な例で、それ以外のものは、ひ

ょっとすると県では大き過ぎてハンドリングできないというようなことはないんだろうか

というようなことはちょっと思いました。 

 あくまでも、何を主語にするのかというのがないと、このままでいくと、今までどおり、

横のロードマップを全部足しただけで、多分、目的としている、総合性のあるロードマッ

プという機能にやっぱりならないなと。 

 そういう意味で、この中ででも、もう少し議論が進んでいったらいいなというふうに思

っているんですけれども、個人的なイメージから申しますと、仮に、ある主語が決まった

ときに、これは全部、当事者がセットで取り組むとしたら、どんなパッケージになるんだ

ろうと。いつごろまでに何ができるような準備が今あるんだろうかという絵を見せていた

だけると一番わかりやすいロードマップのような感じがします。 

 今、それぞれのところで上がっている成功例みたいなものを立てて、切っていったとき

に、その主語に対してどんなパッケージが出せているんだろうかというのは、何か絵がつ
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くれるとおもしろいなというふうに思って、これを拝見いたしました。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。はい、どうぞ。 

【吉岡大臣官房審議官】  今のご指摘はそのとおりでございまして、例えば教育であれ

ば、これは市町村教育委員会が中心になるんですけれども、もちろん、都道府県の教育委

員会もそれをサポートしてもらわなきゃいけないということでもあります。それから、医

療ですと、これは二次医療圏ごとの取組になりますが、基本的には県の役割。それから、

防災ですが、これもまさしく県です。それ以外を、おそらくほとんどのところが市町村が

行政主体としては中心になっていくんですけれども、ただ、それぞれでまた業界団体など

にいろいろとご協力いただきながらやっていかなきゃいけない部分もございます。そうい

うことで、それぞれ分野ごとにプレーヤーが違ってきますので、次回あたり、そうした分

野ごとのプレーヤーというものがどういうものなのかということも整理した資料をお示し

しながら、今後の議論に資していきたいと考えています。 

【須藤座長】  よろしいですか。どうもありがとうございます。ほかはいかがでしょう

か。はい、どうぞ。 

【小林構成員】  無線ＬＡＮビジネス推進連絡会の小林ですが、私のところは、いろい

ろＷｉ-Ｆｉの普及拡大ということをやっているんですが、先ほど最初に佐藤先生から、学

校のＷｉ-Ｆｉの整備率を100％にするべきだというお話がありまして、私もまさにそのと

おりだと思うんですけれども、Ｗｉ-Ｆｉは、佐藤さんがおっしゃった教育だけではなくて、

今、絵に出ています医療、健康ですとか防災ですとか働き方のテレワークですとか、それ

から観光とか、あと商業をやるためにも、人とか端末と、そのクラウドをどうつなげるか

というときに、今はやっぱりＷｉ-Ｆｉは必須のものだと思うんです。 

 この資料のＩｏＴ基盤整備のネットワークのところにＷｉ-Ｆｉの整備、計画の策定とい

うことで、その観光、防災拠点ということが出ていますけれども、それ以外に、上に出て

いる各分野に、ＬＴＥでやる場合もありますし、いろいろなワイヤレスのシステムがある

ので、Ｗｉ-Ｆｉだけで全部をカバーすることは当然できないと。いろいろな形のものが使

われると思うんですけれども、要は、Ｗｉ-Ｆｉは人と物とクラウドをつなげる非常に重要

な媒体になりますので、それをどう整備していくかというのは、ＩｏＴを地方に推進する

ために非常に重要な問題だというぐあいに考えています。 

 ただ、現実的に言うと、クラウドがこういうことができるとか、コンテンツがこういう

ことができるということは、いろいろ毎日新聞に出たり、言われるんですけれども、一番
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原始的なというか、土管そのものをどうするかというのは、もう前提として、それがある

んだというような形で議論をされていて、あまりそれをどうするかということが具体的に

語られないのではないかという具合に常に感じていて、それをやるのが無線ＬＡＮビジネ

ス推進連絡会だろうという認識もしているんです。 

 全ての分野にお国がそのお金を出すというわけにもいかないと思いますので、受益者負

担で整備することになるんだと思いますけれども、そこのＷｉ-Ｆｉが必要だという認識を

どう持っていただくかというようなことも非常に重要なことではないかというぐあいに思

います。 

 ここのタスクフォースでやることがどうかというのも、私はよくわかりませんが、Ｗｉ-

Ｆｉをどう整備するかということについて、ＩｏＴを地方に実装推進するための各分野の

中にＷｉ-Ｆｉが非常に重要な位置づけであるということをぜひ発信していきたいし、いか

なければいけないんじゃないかというぐあいに思っています。 

【須藤座長】  ありがとうございます。そのとおりだろうと思います。それから、Ｗｉ-

Ｆｉの整備については、テレワークとの関係でかなり力を入れて、総務省で全国のＷｉ-

Ｆｉ網の整備、相当の資金も出して整備に当たっています。それらとの政策的な継承関係

にあると思いますので、今後ますます重要になりますけれども、小林構成員のご意見をま

たいただきたいと思います。ありがとうございます。 

 ほかはいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

【佐藤（昌）構成員】  デジタルハリウッドの佐藤でございます。 

 小林構成員のご指摘、ごもっともだと思っております。まず、その点で、少し膨らませ

てお話をさせていただくと、ここのロードマップに出ていますＩｏＴ基盤というところに

ついて、これは私の認識だと、各分野、共通に関係している部分だと思うんですけれども、

ここのＫＰＩといいますか、目標がどうなのかということを知りたいなと思っています。 

 共通するようなところについては、Ｗｉ-Ｆｉもあれば、もう一つ、先ほどちょっと申し

上げましたが、これは地道な活動ではあると思うんですが、普及促進といいますか、利用

者がＷｉ-Ｆｉのメリットを理解する、または、クラウドは危険だという認識の払拭とか、

そういったリテラシーといいますか、利用者側のメリットということを理解させるような

ＫＰＩというのも必要ではないかなと感じています。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。３年ぐらい前までは、本当にクラウドは

やめろという声が結構あったんですけれども、危ないからと。今や、今、佐藤構成員がお
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っしゃるように、クラウドでなければ守れないと。特に標的型攻撃で、ロシアの攻撃は相

当レベルが高いですから、守ろうと思えば、クラウドじゃないと無理ですので、そういう

こともきちんとお互いに共通了解にしていく必要があるだろうというふうに思います。ど

うもありがとうございます。 

 ほかはいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

【三谷構成員】  九州大学の三谷でございます。 

 2020年度の達成すべき指標というものが、どうも形にとらわれ過ぎているような気がし

て、じゃ、これは整備はしました、それは住民のほうで使われているのかというところの

ギャップが次の効果のところに結びつく間までに、もう一筋、間を詰めないと、結局、こ

れが本当に地域のほうに落ちているのかというところがわからないような気がするんです。 

 例えば、Ｌアラートにしても、ああいう地図を出されると、非常に全国に普及している

ように見えても、結局、自治体の中、地方市町村で使われているか、役に立っているかと

いうところの判定みたいなところの指標を１つかまされると、非常にその効果、ＫＰＩと

いう部分に役に立つ部分になるかと思います。コメントです。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。今のご意見について、事務局は何かコメ

ントはありますか。 

【吉田室長】  ありがとうございます。Ｌアラートの点に関するご指摘、そのとおりと

いいますか、やはりその分も含めて、ロードマップを作成した上では、また把握していく

必要があると思いますので、次回までに、いただいた意見を踏まえまして、またちょっと

ブラッシュアップを図ってまいりたいと思います。ありがとうございます。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。 

 私も、ここのチェアマンじゃなくて、個人的意見で、このロードマップを言わせていた

だければ、谷川構成員が危惧された縦割りのイメージが強くなってこないだろうかという

ことに対して、この図はこれでいいと思います。年度ごとの目標で、横の筋をぎゅっとつ

くるのはいいんですが、これと別に、できること、できないことがあると思うんです。縦

軸に今、分野が出ていますけれども、これを横軸にも一緒にやって、教育と医療で何が起

こるか、教育と防災で何ができるか、できないか、教育と働き方で何ができて、できない

かというマトリックスですね。これを各分野ごとに見せると、結構みんな、おおーって思

うことがあると思うんです。新たな見え方もする可能性もある。おのずと、もう一つマト

リックスを作って、各年度ごとのマトリックスといいますか。 
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 だから、当面は2016年、17年ぐらいの２年間でのマトリックスでもいいですし、それを

組合せてみる。それから、最終目標のところでもいいですけれども、融合によって何がで

きるかみたいなことを考えていただくと、今までにないものも政策目標として意識化でき

るかもしれないと思いますので、じゃ、統括官からお願いします。 

【今林政策統括官】  今、谷川構成員のおっしゃったこと、あるいは三谷構成員がおっ

しゃったことと同じだと思いますけれども、ユーザーオリエンテッドで考えれば、ユーザ

ーからして、どういう便益がいただけるのかと。見合ったコストを支払っていくと。先ほ

ど新潟の佐藤先生からもお話がありましたように、コストパフォーマンスをちゃんとお示

ししなきゃいけないということだろうと思います。 

 その際には、住民の皆さんも企業の皆さんも、ただ教育だけ、医療だけでやってくるわ

けでもないし、生きているわけでもございませんので、今、須藤座長のおっしゃったとお

り、ここにあるものに限らないのかもしれませんが、ひとまずこういうようなことを進め

た場合には何が可能になるというような絵は、ある程度、絵そらごとになるのかもしれま

せんけれども、想像の部分も入るかもしれませんが、こんなことは可能になるのではない

かと、やる気があるところであれば、こんなこともできるというような絵はちょっとお示

ししないといけないのかなというふうに感じております。 

 あともう一点、こういうような絵を私ども事務局のほうから差し上げておいて大変恐縮

ではありますが、延べ単、一律ではないと思うんです。こういうことは可能になるけれど

も、その実現の仕方は1,700通りでも１万通りでもあるわけで、人口流出、人口減少、これ

は止まる見込みが今のところはまだ立っていないので、2020年までに何とかしようという

ような話もございますけれども、その減っていく中でもどういうことが可能なのか。1,700

なら1,700通り、いろいろやり得るので、どこでもが同じようにこういったことをやるんだ

ということではなくて、やるよすがというか、こんな形のものを使いこなせば、いろんな

形に、いろんな住民の皆さんのご希望によっても、こんな別の形にやり得るということで、

一律の実現効果ということではないんじゃないかというふうに思っておりますので、その

点は計画経済ではないので、誤解のないようにお願いをしたいと思います。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。じゃ、関構成

員。 

【関（幸）構成員】  関といいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 私のほうは、産業をメーンターゲットにして見ますと、ここで言う農林水産業、商業の
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部分は、非常に中小零細が多くて、クレジットカードも入れられないと。端末が高いし、

クレジットカードを入れると手数料５％、３％がカード会社に行ってしまうので、それす

らも入れない。カードを入れれば、いわゆる顧客管理のデータが持てる。持てるにもかか

わらず、データの端末も入れないという中で、ここで少し、導入しようとされているマイ

キープラットフォームにしろ、６次産業化すると農林水産業のスマート化も含めてですね。 

 先ほどプレーヤーのお話が出ましたけれども、中小の非常に体力のない方々を巻き込ん

でいくとすると、最後の効果のところに売上高としっかり入れていただくんですが、これ

が相当早いうちから見えてこないと、この産業界の動きというのは、なかなか実装、実証、

それと協力というところに行き着かない分野なんです。 

 ですから、ロードマップの中にぜひとも、先ほどＬアラートさんは少しイメージを作っ

ていただいたんですけれども、この分野こそ早目に、こういうことで自分のビジネスが非

常にやりやすくなる、もしくはお客様のデータベースが手に入る、もしくは売上にもつな

がるというような部分をしっかりと、具体的に見せていただく分野が特に中小のプレーヤ

ーのところだなというふうに感じております。そのところで、この５年の中で、最後に見

えるんじゃなくて、早期に見せていただくような工夫をこの分野についてはしていただき

たいなというふうに思います。 

 ここが一番、人数が多くなってきますので、特に生活の中で、非常に住民の皆さんとも

接点が多い部分でありますので、その辺をぜひ、事務局の方にも、もうちょっと早目に具

体的に有効性が見えるような資料づくりなり実装を、モデルをつくらせていただけないか

なというふうに思っております。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。よろしいでし

ょうか。 

 それでは、時間的なこともございますので、ただいま、それぞれ重要なご意見をいただ

きました。それから、統括官からも適切にコメントをいただいて、今後のことが見えやす

くなったと思います。ありがとうございます。 

 続きまして、ロードマップの実現に向けた推進方策について、事務局よりご説明をお願

いいたします。 

【今川課長】  資料２－５をご覧いただきたいと思います。 

 前回の第１回で、ロードマップについて、資料１－３という形で論点をまとめさせてい

ただいておりまして、その中に、この推進方策についての論点が入っていましたが、今回、
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先ほどの資料２－４のロードマップ自体についての論点とこの推進方策の論点とを分けて、

資料を整理させていただきました。 

 推進方策につきまして、主に資金の面と人材の面と推進体制の面とその他、４つに分か

れておりまして、ロードマップが決まった暁には、どういう推進方策で進めていったらい

いか。それもロードマップを決めるのと並行して考えていかなければならないわけでござ

いますので、論点をまとめさせていただいております。 

 １ページ目でございますが、資金の面でございまして、黒字の部分はもともと書いてご

ざいました。予算、人材、推進体制、それぞれの支援メニューを明確化できないかと。そ

れから、国の支援だけじゃなくて、民産学が自主的に取り組むべきものも明確化できない

かということがございました。 

 赤字の部分は、前回のご議論の中から主立ったものをまとめたものでございますが、地

域実装に時間を要するので、長期間にわたる支援ができるような仕組みが必要ではないか

とか、クラウドファンディングの活用など、地域に資金が循環するモデルを検討すべきで

はないか、そのようなことを書いてございます。 

 ２ページでございます。人材は、やはり皆様、非常にご意見が多かったところでござい

ます。一方でまた、悩ましいところでもございます。論点としては、前のページの繰り返

しになりますが、黒字の部分です。支援メニューや民産学の取り組むべき事項ということ

がございます。 

 それに加えまして、論点を多数お寄せいただいているので、この２つに絞っていいかど

うか、もうちょっと広く書いたほうがよかったかもしれませんけれども、Ｉターン、Ｕタ

ーン活用を含めまして、地域に根差した人材が必要ではないかですとか、我々のほうで行

っております地域情報化アドバイザー制度など、人材派遣の仕組みについて、一層改善を

図っていくべきではないかということを掲げてございます。 

 ３ページにつきましては、総合的な推進体制でございます。これも黒字のところに１回

目のご議論を踏まえたものをつけさせていただいておりますけれども、１つ目のところで

ございますが、先進自治体の取組が波及するような連携の仕組み。例えば、意欲的な自治

体において実装を先行させるというようなことで弾みをつけることができるのではないか

ということでございます。また、先ほどのご議論にも出ておりましたけれども、自治体の

地域特性、規模に応じたパッケージ型での実装を進めていくアプローチもあるのではない

かということでございます。また、これも既に議論に出ておりますが、各種団体を巻き込
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んで、地域連携や国際連携も視野に入れた体制づくり。例えば自治体、事業主体、関係団

体などの連携によって、関係者の理解の醸成を図ることが必要ではないかというところで

ございます。それから、競争を促すような仕掛けです。進捗状況の見える化ということも

必要ではないかということがございます。 

 最後、４ページ目、その他でございますけれども、ＰＤＣＡをどう行っていくか、必要

に応じて国の制度や仕組みを見直すことも検討してはどうかということでございますが、

これに加えて、前回のご議論を踏まえまして、自治体におけるデータ利活用のあり方、オ

ープンデータ化、こういったことが必要ではないか。あるいは、クラウドファンディング

やシェアリングエコノミー、こういった新しいものにつきまして、活用事例をまとめて周

知、啓発していくことが必要ではないかということを書いてございます。 

 前回、ご議論の時間が十分でなかったと思いますので、こういった推進方策につきまし

ても、今日はご議論をいただきまして、さらに論点を追加していただければと思っており

ます。 

 以上でございます。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。それでは、意見交換に入りたいと思いま

す。事務局資料でご提示のあった資金、人材、推進体制といったテーマごとに意見をいた

だいてまいりたいと思います。こちらにつきましても、既に参考資料１にございますよう

に、ご意見を構成員からいただいております。それを含めて、重複をいとわず、ここで、

口頭でご発言をいただいてもよろしいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 まずは、分野別モデルということで、実装に必要となる地域における資金循環について、

ご意見のある方はご発言をいただきたいと思います。いかがでしょうか。はい、どうぞ。 

【安達構成員】  安達と申します。 

 投資家の立場ですので、資金的なことで意見を結構書かせてもらいました。前回、第１

回のとき、ちょっと荒唐無稽だったかもしれませんが、法人版ふるさと納税という表現を

使いました。意見書にもそのように書いたんですけれども、ＩｏＴの時代を迎えて、日本

が本当に今後、産業構造の変革を促して、新たなステージに上がるために非常に重要な時

期に今は来ているかと思います。それを踏まえて、地域にいろいろなＩｏＴの実装プロジ

ェクトがあまねく普及するという状況を目指すことになります。ＩｏＴはオープンイノベ

ーション、これはインバウンドもアウトバウンドも両方あると思うんですが、日本の大企

業は、ちょっと言葉は悪いですけれども、下請的な、一部外注することは得意でも、本当
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の意味でのインバウンドのオープンイノベーションがなかなかできていないというのが実

態だと思っています。 

 ３年前の統計データを調べたんですけれども、日本の民間企業の研究開発費用、約13兆

円使っているというデータがあります。調べてみますと、その98％が社内研究開発という

ことで、外に出ていないんです。たかだか２％しか出ないということで、これは非常に大

きな問題だと思います。 

 このオープンイノベーションが叫ばれてから、少なくとも10年たっています。いよいよ

ＩｏＴが日本の国力増強につながる１つの手段としますと、研究開発費が真のオープンイ

ノベーション促進につながるような仕掛けが求められています。私の思いつきですけれど

も、法人版ふるさと納税の導入にはいろいろとハードルがあると思います。いろいろなこ

とをぜひご議論いただいて、やや強制的なことも含めてできないかというご提案をさし上

げたいと思っております。 

 以上です。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。前の安達構成員のご発言に対してでも結

構ですし、それとは別の意見でも結構ですので、ほかにご意見ございますでしょうか。関

構成員、どうですか。 

【関（幸）構成員】  ご指名なので。最初の初期投資、先ほどデジハリさんの佐藤さん

からもおっしゃっていただいたんですが、ビジョンを持っている人に、日本はお金がつか

ないんです。お金を持っている人がビジョンがあるかというと違って、ビジョンがある人

はすごくいるんです。特に若い方とか女性とか。ところが、そこに、先生、あれなんです、

お金が行かない。この仕組みは今回のＩｏＴでは避けたいというふうに思っておりまして、

できるだけ、そのビジョンを先に手を挙げた方に集まる仕組みというのをぜひ導入いただ

きたい。 

 先ほど、若干違うんですが、３ページのパッケージ型のアプローチというのは、意外と

私は効果があると思うんです。１つではなくて、住民なり生活の中でＩｏＴが生活実感で

くると、一つ一つじゃなくて、まさに今日、海士町がお見えですけれども、実は海士町さ

んがもう既にフルパッケージに近い形での、やれる人にお金をつけ、それで地域を支える

という仕組みをこの10年、まさに見せていらっしゃいますので、ああいう形で、手を挙げ

てくる若い方にぜひ予算をつけるような仕掛け。 

 特に今、公共発注とか、総務省さんから出すときに必ず自治体を通さなくちゃいけない
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となると、実はなかなかお金が行かないので、できれば企業なり、個人とか、ベンチャー

に直接、自治体を通さずに行ける仕組みというものも少し考えていただけないかなという

ふうに思っています。 

 逆に、佐藤さん、この辺どうですか。 

【佐藤（昌）構成員】  おっしゃるとおりでして、イノベーションの種は、自治体であ

り、地元であり、その現場でやられている方がそれぞれ専門家としてのソリューションを

お持ちなんですが、何の課題をどう解決するか、その課題手設定は正しいかという、課題

設定の部分に関しては、スタートアップやベンチャーのほうが志が高く、的確に設定して

いるように僕は見受けておりまして、そこに対して直接支援をするような仕組みは必要だ

と思います。ソリューションに対して支援を打つというよりも、ビジョンとおっしゃいま

したけれども、ソリューションの手前である課題設定の部分に関しても何か直接支援がで

きるような仕組みというのが必要かなと思います。 

【須藤座長】  じゃ、町長、いかがでしょうか。 

【山内構成員】  今おっしゃったことは、私のところでも、先ほど名前が出て、もう企

業の名前を出していいかと思いますが、トヨタ自動車に行って、将来を約束された技術を

持った阿部君は、海士町で巡の環という会社を作って、一般企業の研修をやっています。

大企業からも、日立さんとか、いろいろ来ていますが、彼はこの島で本気で頑張るんだと

いう思いでやってくれています。五百何人の中には、ここで学んで、また次へ旅立った人

もおり、島前高校魅力化の中心メンバーの岩本悠君というのは、これも当然、今は全国展

開の教育をやろうとしています。また先ほどの阿部君なんかというのは、本当に地域に骨

をうずめてやろうという思いでやってくれている。そんな人たちを救う道として、私ども、

できるだけ今は応援をしていますけれども、限界があります。町という小さな枠の中での

金ですので、彼らにもっともっと伸びてもらいたい。せっかく起業した彼らに夢を遂げさ

せたいです。 

 今おっしゃったことは大事だと思います。そこをどう見るかということも大事でしょう

けれども、私どもは、制度がない、金がない、例がない、だからできないとは絶対言うな

と職員には言っていまして、私よりも、むしろ課長のほうが各省庁に出向いています。制

度なんていうのは、作らせなきゃできんでしょうし、金がないで公務員が逃げていれば、

こんな楽な商売はない。 

 ですから、本気でやる人には、本気でステージづくりは行政がするんだということで、



 

 -33-

今はやらせていまして、７つぐらい起業していますが、あとは小さいんですけれども、本

当にそういう面では、今おっしゃったことは、これから地方に向かおうとしている若い人

たちの力になるんではないかなと思っています。 

【須藤座長】  ありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

【谷川座長代理】  今の町長のご発言を受けてということで、資金循環という言葉から

少し外れちゃうかもしれませんけれども、本気でやる人たちを支えるステージをつくると

いうふうに言われていて、なるほどなと思ったんですが、今のところ、首長がつくれるス

テージは何があるんだというのは、あまり整理されていないんです。先ほどロードマップ

で主語を明確にしたらどうですかというふうに申し上げたところとも共通するんですけれ

ども、首長が準備できるものは何なんだろうかというのは、実際、海士町の例もあります

し、もっと整理して見せていただくと現実感のある議論というのができるのかなというふ

うに、聞いていて思いました。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。ただいまの議論で、何かご発言があれば、

どんどん。何度お話しになっても結構ですので、誰かありますか。いかがですか。よろし

いですか。 

 それから、クラウドファンディングの話も出ていますけれども、結構、20代、30代の人

からすると、このクラウドファンディングはかなり本気で考えている人が多いですので、

これを支援するような枠というか、積極的にどんどん出せるような枠というのは、これは

行政的にもサポートしてよろしいと思うんです。 

 今日も、朝の６時台に目が覚めて、ＮＨＫを見ていたら、呉を舞台にした戦時中の苦労

話の映画化、これは宮崎駿さんのところで鍛えられた監督さんが独立してやっているみた

いですけれども、全部、クラウドファンディングで資金を集めて上映にこぎつけた、３年

ぐらいかかったというんです。そういうのもあって、これは夢があるんですね。「君の名

は。」みたいに、いろいろな若い人が結構動きますので、そこら辺は、今後、制度的にサポ

ートできることはあろうかと思います。よろしくご検討のほど、お願いいたします。 

 続きまして、人材基盤のところです。地域ＩｏＴ実装を支援する地域の人材の充実につ

いて、ご意見のある方はご発言いただきたいと思います。いかがでしょうか。はい、谷川

構成員、お願いします。 

【谷川座長代理】  この中でも、地域情報化アドバイザーの制度だとか、こういったも

のがこれまでも準備されていて、かなり有効に機能しているんだと思うんですけれども、
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実際、首長をサポートするような人材という意味では、もう一つ、まだパワーが足りない

のかなと。この間、ご紹介がちょっとありましたけれども、ニューヨーク市のＩＴ、サポ

ートしているというのも、結構、若い女性の方が張りついてやられていると。 

 ですから、年齢はあまり関係ないと思うんですけれども、多分、今、地方でＩＴをどう

やって使ったらいいというアイデアそのものが見えていない。だから、情報化アドバイザ

ーを雇うきっかけがないというぐらい、ひょっとすると疎遠になっちゃっているかなと。

そういう意味で、多分、お１人でいいんだと思うんですけれども、そういう人をしっかり

派遣できる。多分、町なり市の中へ入って様子を見てということになると、最低でも３年

ぐらいはサポートしているような仕組みが要るのかなと。 

 そうしますと、わかりませんけれども、例えば早期退職で、五十七、八で抜けられて、

３年間で行ってもいいなと思うぐらいの予算というのが用意できれば、かなりおもしろい

人材が、そういった支援をする可能性があるんじゃないかなと。どうしても国の費用とい

うのは人に払う部分にお金が出ないような仕組みが多いんです。 

 今、ふん詰まっちゃっているところを考えると、さっきの海士町の話でも、トヨタの方

が活躍されているようなケース、これはご本人がおもしろがって行かれたのかもしれませ

んけれども、もっとそういう意味の人で、頭数というよりは、多分、１カ所１人ぐらいず

つなイメージなんではないかと思いますが、そういうような人材の枠組みというのも議論

のテーブルに乗せてみたらどうだろうかというふうにちょっと思います。 

【須藤座長】  ありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。今のはよろしいです

か。はい、どうぞ。 

【山内構成員】  今の話の続きになりますと、ただ駆使できる人が来ても、その前に受

け入れる行政の姿勢というのが、やっぱり戦略というものがはっきり、こういうことに要

るんだという、こういうことをやりたいんだということを明確にしないと、単に技術的な

ことだけでは、私は、いいものはできないんではないかなと思っています。 

 ですから、今、確かに国は力を一生懸命入れて、地方創生と言いますけれども、私が横

槍を入れるようなことを言っちゃいけませんが、もっと地方は本気度を示さないといけな

いと思っています。そういう面では、国が金を出すと言ったんじゃ、地方が頑張らなかっ

たで、もう逃げられるような気が今からしています。ですから、私は、地方が今、本気で

やらなきゃいけないんだと。 

 そして、単に技術を駆使できるだけではだめで、その前に受け入れ側の気持ちというも
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のが大切で、こういうことをやりたいんだという、少なくともそのぐらいの夢、絵が描け

ないと、幾ら優秀な人が来ても、途中でダウンするんじゃないかなと思います。 

 今、私どもは、外からの若い力と知恵で助けられており、そういうことがこれからもっ

と大事ではないかなと思っています。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。山本大臣からもお話を聞きましたけれど

も、先ほども山本大臣のお話に出ましたけれども、結構、いい人材が海士町に集まってい

るんですよね。有能な経営能力のある方々が。だから、私はそれがやはり重要で、彼らを

うまく使う体制をうまく官民挙げて整備しておかないといけないかなと思います。どうぞ、

関構成員。 

【関（幸）構成員】  加えて、なぜ若い方が海士町に行くか。不思議でしょう。こんな

に。答えはすごいシンプルなんです。１つだけなんです。やらせてもらえる。若い方で、

私の周りもそうですけれども、今、地方創生でいうとシティマネージャー制度がありまし

て、国のほうからも人材支援制度ということで、キャリアの皆さん、それと大学、もしく

は民間企業様からちゃんと募った、国から派遣する制度があるんです。 

 もちろんそれも機能をしっかりしているんですが、それ以外に、私は個人的にもシティ

マネージャーをご紹介させていただいて、地方に送らせていただいているんです。成功し

ている事例を見ますと、結局、こういう仕事をやりたいと思っている方は結構いるんです。

それも、金額はそんなに必要としていないんです。ただ、問題は、町長が何度もおっしゃ

っているように、受け入れる素地が地域にあるか。せっかく来ても、やらせてもらえない

で、手足を縛ったり、もしくは、そういう方は出過ぎていますから、頭を打って、結局へ

こませたりということになる。 

 ですから、この人材育成というのは、育成をする側と、もう一つ、受け入れ側の両方の

教育が私は必要じゃないかなというふうに思っていまして、町長が先ほど自治体に戦略が

必要だというのは、まさにそういうことで、なぜ、その方が必要なのか。 

 それともう一つは、行きたいという方は本当にたくさんいらっしゃるので、そういう人

材が寄ってくると言うと変ですけれども、名前と顔が一致して、データベース化できて、

それが把握できる仕組みもちょっと必要かなというふうに思っています。皆さんが思って

いる以上に、今の若い方は社会貢献をしたいとか、地域の役に立ちたいという方、特に90

年代以降の方が非常に多いんです。ですから、そういう方々の思いを着地化させるための

１つの工夫は、地域を耕すことなんです。 
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 前回も申し上げたんですけれども、自治体だけではなくて、地方議会の協議会をかなり

しないと受け入れの素地がない形です。つまり、自治体がエッジを切りたくても、エッジ

を切れない事情があるんです。それは地域の同意と議会の同意なくして、自治体が動かな

い。ですから、そういうような、少しハードルになっている部分も耕していく必要がある

かなというふうに感じています。 

【須藤座長】  ありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

【佐藤（賢）構成員】  今までの議論で、やる気のあるところみたいな感じで話はする

んですが、医療の場合、特に私の話したＥＨＲについては、どっちかというと社会インフ

ラのイメージが大きくて、やる気がある云々というよりも、実際にＥＨＲをそこでつくろ

うという話を誰かが起こしたときに反発する人が結構あって、反対するのはほとんど医者

ですけれども、信じられない議論が起こります。例えば、薬局に病名を見せるべきではな

いとか、介護に医療情報をなぜ出さなくてはいけないのかとか、それは出してはいけない

とか、下手すると日本医師会レベルの話になります。 

 どちらかというと、前もお話ししましたが、医者以外の人たちも交えた、どういうニー

ズがあるのかということを地元の人たちがちゃんと理解できるような、そういう人材支援

というのが必要なんじゃないかというふうに、いろんな地域にもあると思います。 

 もちろん議会の反対なんかもありますし、先ほどお話ししましたが、自治体を通すと、

すごく抵抗が大きくて、やる気があるどころか、新潟県の基金事業か何かに、ビックスも、

もうこっちも徹夜して応募しているんですが、佐渡はもうお金を出すから外すと平気で言

われますので、それは佐渡市内でも起こります。ですから、ちょっと方向が違うのかなと

いうふうに思います。 

 ちょっと脇道にそれましたけれども、社会インフラとしての位置づけにするためには、

地元の理解をどうするのかという側面も必要かなというふうに思います。 

【須藤座長】  重要なところです。どうもありがとうございます。我々も、東京大学で

実験していて、柏市というのは、柏市が医師会と連携して、データの共有体制とか、合意

していただいていますけれども、ほとんどのところは市を絡ませることは不可能です。そ

れは医師会の反対に遭います。それなしに、どうやって法人体制を確立し、資金繰りを確

保するか。ネットワークの運営資金というのは、結局、自治体にかなり医療系、介護系は

負担していただかない限りは不可能という問題もあって、そこら辺の妥協点をどういうふ

うに構想するかとか、我々も大分悩んでいて、おそらく佐藤先生も相当そこら辺でいろい
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ろ試行錯誤されていると思いますけれども、そこら辺を一歩突っ込んでみて、何か総務省

としても、環境づくりということは考えていただくとよろしいのかなと思います。どうぞ。 

【吉岡大臣官房審議官】  医療の問題につきましては、今、佐藤構成員がおっしゃるよ

うに、ほかの分野と違って、なかなか突破するのが難しいという局面があるんです。ただ、

私どもは、総務省それから厚生労働省と話をしていますのは、今回の補正予算で地域との

連携基盤の高度化事業というものをやっておりまして、全国10カ所ぐらいで、モデル的な

ものをまずつくろうと。そして、その後は、厚生労働省のほうで地域医療の基金がありま

すので、それを活用して全国展開していこうというふうな、念頭に置いての取り組みをこ

れから進めるわけであります。 

 そういう地域での同意ということにつきましては、地域で頑張ってよというだけではな

くて、私ども、霞が関のほうでも、例えば日本医師会等々ともよくお話をしながら、理解

を求める取り組みをしていかなきゃいけないんだろうというふうに思っております。 

 それから、もう一点、議会のご理解という話がありましたけれども、私も、都合５年間

ぐらい地方自治体で働いた経験があるものですから、議会の理解の前に、自治体の職員の

理解というのがまず大事なんだろうと。そこが丁寧に説明できないといけませんので、私

ども、今、担当者と話しておりますのは、例えば、このロードマップがまとまった暁には、

私ども、全国行脚をしようじゃないかと。それぞれ県ごとに、情報担当課だけではなくて、

市町村も含めた各分野の、健康福祉部の情報担当、商工労働部の情報担当、そうした人ら

も全部集めて、その自治体で、トータルでこの情報化を進めようじゃないかというふうな

話を丁寧にこれからやっていく必要があるんだろう。そういうことをやりながら、それが

結果としては、議会の皆さん方の理解にもつながっていくんだろうと、そういうふうに考

えております。 

【須藤座長】  ありがとうございます。結構、頑張っている職員の方もいらっしゃって、

例えば、もう財政事情とかをよくお考えで、地域包括ケアを実装に向けてやらないと自治

体が成り立たないというのはわかっているけれども、周りの課長たちがあまり考えていな

いというケースもあるということは、よく自治体の方から聞きます。そういうところをも

うやらないとだめなんだよということを政府からもどんどん言っていただければよろしい

と思います。よろしくお願いいたします。 

 ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 最後になりますけれども、今度は総合的な推進体制についてご意見をお願いいたします。
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これは谷川構成員に必ず発言していただかなきゃいけないと思いますけれども、いかがで

しょうか。 

【谷川座長代理】  じゃ、口火を切ってということで。もう既に、ここに書かれている

こと、それから、これまでも議論の中で出てまいりましたけれども、さっき海士町の町長

も言われていたと私は勝手に理解しましたが、やる気のあるところをしっかり応援すると

いうのが、受け皿としても多分大事だろうし、そういったところの成功事例の横展開とい

うのがすごく大事かなと。 

 この中にもありますけれども、パッケージで何ができるんだというのを見せていく。い

ろんなサンプルが大事かもしれません。大きいの、小さいの。ただ、ある程度、インパク

トがあるところというのを考えていくと、おのずとパターンが固まっちゃうかもしれない

なと。そういったところのセットでのメニューのあり方というのを検討していけたら、す

ごくおもしろいなと。 

 特に、先ほど海士町の町長も言われていましたけれども、首長が準備できるステージ、

場の設定の仕方、こういうのがあるよというものも含めて、このパッケージの中で見せら

れると、立体感のあるものになるんじゃないかなということを改めて感じております。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。いいご意見だと思います。ありがとうご

ざいます。 

 ほかはいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

【関（幸）構成員】  すみません。実装のところで言うと、かなり役割分担をしっかり

していただくのがよろしいかなというふうに思っています。地方自治体はある意味、フィ

ールドとしてのプラットフォームをお出しいただくんですが、今日もそうですけれども、

この後ろにいらっしゃる方々は、きっと皆さん、企業の方でいらっしゃると思うんです。

最終的に継続してこういった仕組みが動くとなると、最後はやはり民のしっかりとした事

業に仕立て上げないと、なかなかうまく継続していかないとなります。最初のところから、

民間企業の発想、それと民間企業の人材なりノウハウというものが必要となりますので、

最初のところから磨けば入れるような素地をぜひ作っていただきたい。 

 そのときに、いつも大きいネックになるのが、なぜその企業に決めたか。本当はそこと

組むと一番いいんですけれども、なぜか時間のかかるプロポーザルにしたり、安くて入札

になったりというようなところもあるので、できるだけ、事業に行く前の戦略をつくると

ころに、もうちょっと民間企業が入りやすい環境を整えていただき、それで、契約すると
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きに、その企業さんを排除しないような仕組みというものがないと、民間企業さんが本気

にならないだろうというふうに思います。できれば、最初から一定程度のビジネスモデル

になるような仕掛けというものをぜひしていただきたいというのが１つ。 

 もう一つは、医療とか介護のところで、民間企業さんが参入できる、形でいうと法律の

部分がまだまだ規制緩和が必要じゃないかなというふうに思っています。それと、佐藤構

成員からも、たくさんの欧米での、さらに中国での事例というところでいくと、結構、い

ろいろな法律を乗り越えて、逆にシームレスに使える体制が整っているなという印象なん

です。ですから、その部分をもうちょっとしっかりと、少し規制緩和、もしくは要らない

法律を少しずつ探して排除いただくということも、この推進にはとても大きい力になると

いうふうに考えています。 

【須藤座長】  ありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

【安達構成員】  ただいまの関構成員の意見に私も100％賛成でありますけれども、先ほ

どロードマップの中にも、効果、政策目標というところがあったと思うんですが、これを

より具体的に実効性を持って効果を発揮させるためには、やはり民間の活力、合理的な判

断等々がある程度、初期の段階では必要かと思っております。 

 民間のＩＴ人材というのはたくさんいるんですけれども、既に民間企業でも、20年ぐら

い、もうＩＴ化されていますので、50代であっても、仮に60代であっても、ＩＴに関して

は一定のレベルの人がたくさんいます。 

 ということで、そういうシルバー層も、手が動かないんじゃないかと心配される方もい

らっしゃいますけれども、実際はもう20年ぐらいやっていますので、大体の人は大体終わ

っていますので、ぜひ、そういう能力のある人たちを使えるような仕組みになれば、私は

最高だと思っています。 

 もう一つ、規制緩和の話が出ましたけれども、確かに医療にしろ農業にしろ、教育もそ

うですかね。非常に規制、またはいろいろな制度があると思うんですけれども、せっかく

のこのタスクフォースですので、やはり規制緩和に関する提言をきっちりと、このＩｏＴ

推進という中に一緒にさせていければと思っております。 

 以上です。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。はい、どうぞ。

お２人、まず野口構成員から。 

【野口構成員】  野口でございます。農業が専門でございまして、農業の立場で、この
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総合的な推進体制についてお話をしたいと思うんです。 

 先ほどロードマップのところにありましたけれども、農業で、ただ軽労化する、もしく

は生産性を上げるだけでは、農業を軸にして地域を活性化する、地域経済を活性化する、

これはなかなか難しい。先ほどロードマップにあったように６次化を進める、もしくは輸

出拡大を進める、こういう方法でいくべきなんです。そのときに、ＩｏＴがキーテクノロ

ジー。じゃ、そのＩｏＴをどこに使ったら、そういった新しい農業生産ができて、要する

に１次産業が軸、核になった新しい地域活性化が決まるかというところのモデルが、まだ

まだできていない。これを作って示すという、複数示すということがまず重要だろうと思

います。 

 当然、農業も含め、地域というのは非常に風習とか、いろいろ地域性に特性があるわけ

でございますので、１つのモデルを押しつけても、これはうまく機能するわけではござい

ません。したがいまして、複数のモデルの中で、それぞれ、その地域でチューニングをし

ていくということが成功するかどうかの鍵で、先ほどの人材育成に戻りますけれども、そ

うすると、地域のことをよく理解して、その地域の人のことも含めて理解して、さらに、

産業のこと、農業は農業のこともわかって、さらにＩｏＴのこともわかればいいです。 

 スーパーマンみたいなことかもしれませんけれども、そういう人材を育てることが全国

展開に早い。あとは、見える化、成功例を見せるというのは非常に重要だと思うので、具

体的な事例として見せるのが非常に重要かもしれませんけれども、地域に実装するための

工夫というのは、要するに、複数のモデルをつくるということと人材育成、これがキーか

なと思っております。 

【須藤座長】  ありがとうございます。今のご発言、重要と思いますが、その上で、今

おっしゃったことを踏まえてですけれども、設備投資であまりお金がかからないように、

総務省の役割は横展開をさせ、あるところで成功したシステムというのは、使えるところ、

または地域のニーズでちょっと違うこともあるとは思いますけれども、使えるものは使っ

ていく。それによって開発費用が抑えられますので、これはやっていただいてきたわけで

すから、そういう形で横展開をやれば、かなりセットアップコストは抑えて展開できるだ

ろうというふうには考えます。ありがとうございます。それから、三谷構成員。 

【三谷構成員】  先ほどからその話なんですけれども、実装するというのは非常に難し

くて、一番上に書いているように、先進的な実装への取組が自治体の意欲をかき立てて、

ちゃんとやってくれるかといったら決してそうじゃなくて、総務省さんがいろいろ実証実
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験をやられたものを社会の中に実装しようと思うと、そこの壁はものすごく大きくて、そ

のためには民の協力が当然必要で、民の方々もサポートする意識を長期的なビジョンを持

ってウィンの体制になるというか、利益を掲げるような体制を作ってもらわないと、一気

に実証したからすぐ実装にということは絶対あり得ない。 

 その壁を超えるには、自治体だけじゃなくて、民のほうの、今からのビジネスモデル的

なものを少し、今までの見方、ＩＣＴのビジネスみたいな形の、ちょっと投資すればお金

がぐんともうかるような形じゃなくて、少し長期的な物の見方での考え方を入れるように

してもらわないと、なかなか実装までにはいかないような気がします。 

 自治体も、人が入れているからいいなというふうには思うんですけれども、決してそれ

で入れるという動機づけにはほぼならないです。というのは自分の実感として思っており

ますので、そのほうを民間のほうも少し考えていただければというふうに思います。 

 以上です。 

【須藤座長】  ありがとうございます。 

【今林政策統括官】  座長、１点だけ。 

【須藤座長】  はい、どうぞ。 

【今林政策統括官】  野口先生と三谷先生に、事務局からご質問というのは反則かもし

れませんが、地域にＩｏＴをと。自治体、例えば基礎自治体が中心ではないかという谷川

座長代理の話もありましたが、先ほど民間の方々がビジネスベースに乗るようなことを長

期でやっても形成していくと。それから、ＩｏＴ、ＩＣＴというのは時空を超えてという

ところが特徴です。 

 要するに、飛び地でも地域を超えたリンクで、ロットを集めて、あるいは座組みはいろ

んなところでAmazonじゃないですけれども、江戸の敵を長崎でじゃないですが、こっちは

儲からないけれども、こっちでとるというようなケースもあるのではないかと。海士町長

もそういうところをいろいろお考えなのかなというふうにも見受けられるんです。 

 農業でも、土地の集約は１カ所ではなかなか難しくても、飛び地でも可能というような

話も聞こえてきますが、その辺はどうなんでしょうか。ちょっとお伺いしてみたくて、お

尋ねするわけですが。 

【野口構成員】  今、統括官がおっしゃるとおりでございまして、基本的に、例えばＩ

ｏＴ、ＩＣＴが使えることによって、本当はその地域の特産したもの、例えば農産物があ

って、そのタイミングでしか食べられない。確かにそれはメリットがあるかもしれません
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けれども。例えば、ＩｏＴとかＩＣＴを活用することで、地域を連携させることによって、

要するに、出荷をずっと延ばしてあげる。要するに、産地間リレーといいますけれども、

そういったことが容易にできるようになるわけです。逆に、地域間で、要するに離れた地

域でうまく連携することによって、新しい農産物のブランドを作っていく。今度は移動が

可能なわけです。ですから、今はなかなかそういうことはできないんですけれども、そう

いうベースになる、基盤になる技術が確立すれば、そういったことも可能かと思います。 

 農業というのが、県とか市とか、それとはまた全然違う、気象とか地形とか、そういっ

たもので規定されるものですから、逆に、そういった自治体を超える、要するに各自治体

を超えた、地域間を超えた取組というのは、十分、農業を発展させる、もしくは６次化を

発展させる上で有効かと思います。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。よろしいですか。今林統括官。 

【今林政策統括官】  はい。 

【須藤座長】  私も今、熊本の山江村の村長の要請で、村おこしの研究所が１月にでき

て、そこで所長になってくれと言われたんですけれども、ちょっと勘弁してくれと言って

顧問になったんですが、ここは栗なんです。栗の６次産業化をやっているんですけれども、

ライバルは丹波とか、そういうところの大きな栗です。結構、いろいろ工夫しているんで

すけれども、ＪＲ九州が山江村の栗を使った料理をやってくれるので、今、いろいろなシ

ェフに頼んで、使ってみてくれということは言って歩いているところです。 

 それで、いろいろＩＴを使って、まさに市況を読んで出荷しようとは考えていますので、

もう少し、そういうプロの市場を読む人が必要だなと思いながら、今はやっているところ

です。またいろいろご相談したいと思います。よろしくお願いいたします。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 私から、デジハリの佐藤先生にお聞きしたいんですけれども、今、僕は東京大学のedX

とCourseraの責任者なんです。受講者が頭打ちなんです。来月の上旬にＭＩＴの教授と話

し合いますけれども、edXはＭＩＴとハーバード中心ですから、グローバル展開をもう一回、

立て直さないと、このままいくとじり貧になるなと思っていまして、こういうところで、

今、日本はどういう状態なのかというのが見えないです。今、東大の動きしかつかんでい

ないんですけれども。 

【佐藤（昌）構成員】  edXとCourseraのそもそもの目的が違うと理解しておりまして、

edXはどちらかというと、ＭＩＴやハーバードのいわゆるプロモーションといいますか、そ
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ちらの目的で使っていて、Courseraのほうは、どちらかというと人材データベースを作っ

て……。 

【須藤座長】  そうですね。ジョブマッチングシステムで。 

【佐藤（昌）構成員】  ジョブマッチングとか、そちらを目的にしていると。プラット

フォームの仕組みとしては、ほぼ似ている。その中で、日本は、どちらかというと手のひ

らに乗せられているというのはほぼ一緒です。 

【須藤座長】  そのとおりです。 

【佐藤（昌）構成員】  データベースをとられて、コンテンツだけ供給されているとい

う状況でして、これはＩＴのビジネスによくある話ですけれども、１強100弱といいますか、

１つのプラットフォーマーが国、グローバルの壁を全部乗り越えて勝者になるという仕組

みの上に、今は乗っかっている状況じゃないかなというふうに見ていて、日本は日本のど

こかで、ここを１つの勉強とさせていただき、独自の強みを生かしたものが必要なんじゃ

ないかなと。特に、今、さっきの中国やアメリカの動きを考えてみると、スピードや量と

いうことに関しては、やっぱりかなわないなと。だから、規模を求めてはいけないんじゃ

ないかなと。 

 そういった意味でいうと、日本は特にコンテンツの優位性が非常に強いものがあり、や

はり職人的な強みがあるので、ＩＴのプロダクトやサービスもそうなんですけれども、非

常にディテールにこだわってサービスをつくります。それは、例えばフランスのルイ・ヴ

ィトンのような、ああいったブランド戦略的に本当にいいものをメイドインジャパンのブ

ランドで、適切なところに提供する、まだアイデアですけれども、そういう仕組みのコン

テンツやＭＯＯＣＳのようなイメージが必要なんじゃないかなと感じています。ちょっと

具体的ではないんですけれども。 

【須藤座長】  わかりました。ありがとうございます。おそらく今後、教育も多様化で、

そういうネットワーク戦略が重要になると思うんですけれども、ちょっとご相談をまたさ

せてください。村長から、今後どうするんだと言われているので、何とかソリューション

というか、ロードマップを描かないといけないものですから、いろいろ考えなきゃいけな

いものですから、よろしくお願いいたします。 

 日本のＪＭＯＯＣもそんなに伸びていないと聞いていますけれども、どうなんでしょう

か。 

【佐藤（昌）構成員】  ＪＭＯＯＣ自体は１つの協会であって、いわゆる企業が展開し
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ている３社のＭＯＯＣを取りまとめているという段階です。各企業のほうは、先程少し申

し上げましたけれども、どう儲けるかというビジネスモデルのほうに苦慮をしているとい

う状態でして、アメリカが強いなと思うのは、もともとのＭＯＯＣの発想として、オープ

ンコースウェアの発想があり、税金で成り立っている大学の知を地域に還元するという社

会・地域貢献としての目的があって、その上で成り立つようなビジネスモデル、資金循環

モデルを持っている。それでも、彼らはビジネスモデルとして苦慮している。その中で、

日本は社会・地域貢献という目的でなく、ビジネスモデルのみで乗り込もうとしていると

いう上では、苦戦を強いられるのではないかと思います。 

【須藤座長】  ありがとうございます。考えなきゃいけない。今、佐藤先生からご発言

いただいた点も、今後、ネットを使った教育というところは、総務省のほうでも、かなり

気をつけていただきたいと思います。私も苦労はしておりますので、よろしくお願いいた

します。 

 それから、東京大学が今、地方の公立校に授業を配信するということを冒頭に言いまし

たけれども、これは１つは、教育要領がもうすぐ、何年かのうちに変わります。知育優先

から考える力、コミュニケーションの力、問題解決する力をつけるということなんですけ

れども、現場は対応がまだできていません。東京大学で、そこら辺に関心のある先生の授

業で、アクティブラーニングを使って、一緒に物を考えたり、一緒に作業しながら問題解

決に当たるということを授業を通してやっていただこうということで、それに協力してい

ただける教員を何とかうちのセンターで組織してやろうということがあります。 

 ただ、まだ緒についたばかりですし、それから、教育委員会のご賛同を得ない限りは動

きがとれません。本当に文科省が言うように教育が変わるのかというのを現場の教師たち

は懐疑的で、じゃ、これに代わる客観的な指標を持って、今の知育中心の達成度評価がで

きるものがあるのかどうかというのは、かなり疑問なんです。 

 ただ、おそらく今、我々がやろうとしているようなトライアルを通じて、ＫＰＩも形成

していかないといけないと思うんですが、これは、僕は、文科省はもちろん動かなきゃい

けないけれども、文科省の専売特許じゃないと思いますので、各現場の教員はどの省庁と

も、あるいはどの役所とも、どの企業とも動きますから、積極的に企業なんかとも組んで

やっていただければというふうに思います。よろしくお願いいたします。 

 それでは、本日、ほかはよろしいですね。本日の議論はここまでといたします。 

 ここで、前回、構成員の皆様に開催を了承していただきました分科会の開催状況につい
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て、事務局よりご報告をお願いいたします。 

【吉田室長】  資料２－６をご覧ください。前回、人材・リテラシー分科会と地域資源

活用分科会の開催につきまして、ご了承をいただいたところでございます。 

 １ページ目、人材・リテラシー分科会のほうとなりますが、４行目のところにございま

すように、主な検討課題といたしまして、本日もかなり多くのご意見をいただきましたが、

地域におけるＩＣＴ人材の質的、量的拡大、あるいはその共有ですとか、リテラシーの向

上です。プログラミング教育をはじめといたしましたリテラシーの向上等への対応、そう

いったことをテーマに議論を進めてまいりたいと思います。 

 構成員につきましては、森川構成員に主査をお願いさせていただいておりまして、また、

このタスクフォースのほうからも何名かの構成員にご参画いただくこととなっております。 

 開催状況のところでございますが、第１回会合を今週金曜日、10月21日開催予定でござ

います。また、内容につきましては、結果等につきましては、ご報告させていただきたい

と考えております。 

 ２ページ目が地域資源活用分科会のほうとなります。こちら、主な検討課題、同じく４

行目のところでございますが、本日も分野をかけ合わせていく、分野横断的なデータ利活

用の必要性、有効性というお話がございましたが、１点目といたしまして、自治体内にお

いて、まだデータ利活用はかなり縦割りなのではないかということで、そこの横串をどう

刺していくか、そこで民間との連携、民間サービスとの連携の可能性についてということ

が１つテーマとなっております。また、そのほかオープンデータのさらなる推進ですとか、

シェアリングエコノミーの動向等についても検討してまいりたいと思います。 

 こちらにつきましては、谷川座長代理に主査をお願いさせていただきますとともに、構

成員の一部の方々には入っていただいております。 

 第１回会合を10月17日に開催させていただきまして、主査はじめ米田構成員等からプレ

ゼン等をいただいたところでございます。 

 以上でございます。 

【須藤座長】  どうもありがとうございました。引き続き、各分科会でのご検討をよろ

しくお願い申し上げます。 

 それでは、最後に太田補佐官からお一言、お願いいたします。 

【太田総務大臣補佐官】  もう、ちょっと時間を過ぎているんですけれども、大変活発

な、時間を延長しての議論をありがとうございます。 
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 改めて思いましたのは、何名かの方からありました、主体とか通信体制に関しては、い

ろんないい事例は、農業にしろ教育にしろ医療にしろあるんですが、なかなか広がらない

という中で、広がらないというのは、ステークホルダーがいっぱいあって、まさにおっし

ゃるように、その合意形成がなかなか、佐渡島であれば、佐藤さんがやると言ったらやれ

るんだと思うんですが、そうじゃない地域が多いということがあると思います。その主体、

推進役としては、今日は山内町長もいらっしゃっていますけれども、首長の方、しかも、

将来の絵柄が描けて、かつ選挙に強い方というのが非常に大事だなと思っていまして、そ

ういった方の後押しというのを、こういった中で考えていくべきかなと思います。 

 ２点目なんですけれども、ＫＰＩというのは、どうも普通に言ってしまうと、国が管理

する物差しみたいになってしまうんですが、私、たまたま週末、富山の森市長と話をして

いたんですが、あそこはＬＲＴを入れて、高齢者が生き生きするまちということでやって

いるんですが、エビデンスをちゃんととられているんです。ＬＲＴの近くに住んでいらっ

しゃって、使っていらっしゃる方は、要介護認定比率が低い、下がっているということで、

ちゃんとエビデンスをとられているので、これは国が管理する物差しというよりは、まさ

に主体、推進体制の方が住民の方ですとか議会ですとか、いろんな関係者に進んで役に立

っていますよという形で、使えるものがＫＰＩとしては理想かなと思っております。 

 特に社会インフラに近い、例えば医療とか教育に関しては、時間もかかるものですので、

何でこれにお金を使っているのか、人材を投入しているのかというのを説明できるような

ＫＰＩというのを、できるだけ、実際に動いているところの知恵もいただきながら入れて

いくのが意味があるのかなと思っております。 

 それから、最後なんですけれども、進めていくときの先立つものということで、財源と

いうものがあるわけなんですが、これは地方の分科会のほうにも入っていただいています

が、クラウドファンディングです。READYFORの米良さんにちょっと立ち話で伺ったら、5,000

案件ある中で、半分が地方だということで、クラウドファンディングというのは非常にチ

ャンスはあると思うんです。 

 一方で、首長が用意できるものというので考えたときに、海士なんかはかなり工夫して

やっていらっしゃると思うんですけれども、あまり日本で使われていない、例えば日本版

のＢＩＤです。これは大阪なんかでやろうとしていますけれども、あれは自治体のほうで、

民間からお金をいただいて、それをもう一回戻して、まちづくりに使えるというようなも

のもあります。 
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 例えば、日本版ＢＩＤは何で使われないんでしょうかとか、あるいはＰＦＩも同じよう

な話かもしれませんけれども、そういったものも、この中で、もう既に仕組みはあります

ので、こういう形であれば、もっと使えるんじゃないかというようなことがあれば、それ

は民間を巻き込みながら、しかも財源も確保しながらやっていく、いい方法だと思います。

その点は、もしかしたら事務局にやっていただくんだと思いますけれども、ちょっと研究

課題としては持っておきたいなというふうに思っております。 

 ただ、大変意味のある検討ができるという感触がありますので、引き続きよろしくお願

い申し上げます。以上です。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。非常に有意義なコメントをありがとうご

ざいます。私も今、太田補佐官から言っていただいて、確かにＰＦＩは使わないといけな

いよなと。今、地方の銀行は、融資先はほとんどなくなってきていますので、うまく事業

計画を立てればお金は出せるんです。それを官民挙げて考えるべきだろうなと、こういう

ふうに思います。今後、よろしくご検討を、分科会でもお願い申し上げます。ありがとう

ございました。 

 それでは、次回の日程について、事務局よりお願いいたします。 

【吉田室長】  本日はありがとうございました。本タスクフォース、次回会合の日程、

また場所につきましては、調整の上、改めて事務局のほうからご連絡させていただきます。

よろしくお願いいたします。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。 

 それでは、第２回会合をこれにて終了させていただきます。 

 本日は、ご多忙のところ、また、遠路ありがとうございました。今後とも、何とぞよろ

しくお願いいたします。 

 これにて閉会いたします。ありがとうございました。 

（以上） 

 


